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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．純資産額の算定にあたり、第92期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しています。  

回次 第91期中 第92期中 第93期中 第91期 第92期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 1,479,274 1,654,627 1,697,975 3,327,403 3,394,738 

経常利益（百万円） 29,848 41,280 42,134 70,829 107,536 

中間（当期）純利益（百万円） 13,642 10,324 13,779 27,391 41,591 

純資産額（百万円） 311,310 409,530 560,988 368,715 561,376 

総資産額（百万円） 2,232,316 2,356,010 2,467,588 2,280,359 2,333,129 

１株当たり純資産額（円） 16,289.10 13,854.99 13,192.04 13,495.43 13,322.56 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
769.50 377.89 344.58 1,289.85 1,268.61 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 13.9 16.1 21.4 16.2 22.8 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△17,246 34,551 11,429 56,337 86,322 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△17,178 △17,690 △37,315 △54,298 △63,094 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△53,092 △19,330 24,202 △74,947 △37,252 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
115,965 132,195 122,584 132,747 122,564 

従業員数（人） 

〔外、臨時雇用者数〕 

7,881 

[2,566] 

7,534 

[2,725] 

7,659 

[3,491] 

7,737 

[2,614] 

7,474 

[3,562] 



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．純資産額の算定にあたり、第92期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しています。  

２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

回次 第91期中 第92期中 第93期中 第91期 第92期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 1,284,329 1,522,834 1,560,290 2,864,791 3,107,842 

経常利益（百万円） 22,557 12,969 18,123 27,859 53,981 

中間（当期）純利益（百万円） 24,420 1,692 7,501 30,184 22,811 

資本金（百万円） 38,800 51,388 108,606 51,388 108,606 

発行済株式総数（千株） 23,780 27,321 40,000 27,321 40,000 

純資産額（百万円） 268,649 314,779 432,716 315,578 452,423 

総資産額（百万円） 2,055,361 2,157,614 2,215,512 2,059,602 2,110,475 

１株当たり純資産額（円） 13,741.28 11,521.32 10,820.74 11,550.55 11,313.05 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
1,413.14 61.96 187.59 1,421.39 695.80 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
― ― ― ― ― 

１株当たり配当額（円） ― ― 75.0 55.0 150.0 

自己資本比率（％） 13.1 14.6 19.5 15.3 21.4 

従業員数（人） 

〔外、臨時雇用者数〕 

4,511 

[153] 

4,649 

[171] 

4,704 

[998] 

4,447 

[162] 

4,582 

[993] 



３【関係会社の状況】 

(1) 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社になりました。 

 （注）議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数となっています。 

  

 (2) 当中間連結会計期間において、以下の関係会社が清算しました。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

Idemitsu E&P UK 

Ltd. 

London,U.K.  

  

 千英ポンド 

3,000 

  

石油資源の調査・

探鉱・開発  

  

100.0 

  

貸付金…無 

設備の賃貸借…無 

  

Boggabri Coal Pty  

Limited 

  

Brisbane, 

Australia 

  

豪ドル  

2 

  

石炭の探鉱・開

発・販売 

  

100.0 

 (100.0)

  

貸付金…無 

設備の賃貸借…無 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

 出光プラスチック㈱ 

  

  

東京都文京区 

  

  

55 

  

  

合成樹脂加工製品

の販売 

100.0 

  

 貸付金…無 

 設備の賃貸借…無 



４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に外数で記載しています。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に外数で記載しています。 

  

(3) 労働組合の状況 

 労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

石油製品 
4,871 

[2,986] 

石油化学製品 
1,850 

[256] 

石油開発 
54 

[15] 

その他 
884 

[234] 

合計 
7,659 

[3,491] 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 
4,704 

[998] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績概要 

当中間連結会計期間の石油業界は、急激な原油価格高騰や環境意識の高まりを背景として、石油製品の需要は

前年対比97％程度となる見込みです。産業分野では原油高の影響を受けて、石油系燃料からの転換が進み、特に

Ａ重油の需要が大きく減少しています。一方、航空輸送需要増によりジェット燃料需要は堅調に推移しました。

  石油化学業界では、原油価格の高騰により、石油化学原料である国産ナフサ価格が過去最高の水準で推移しま

したが、中国を中心とした堅調な需要に支えられ、スチレンモノマーやパラキシレンが高値で推移しました。 

原油、為替の状況 

当社グループの業績は原油価格・ナフサ価格の上昇などにより、連結売上高は１兆6,980億円（前年同期比

2.6％増）となりました。連結営業利益は、石油化学製品部門、その他部門の減益により362億円（前年同期比

10.6％減）となりました。 

（当社はたな卸資産の評価方法に後入先出法を採用しています） 

また、営業外損益は為替差益の増加や有利子負債削減による支払利息の減少等により、60億円の利益（前年同期

比52億円増）となりました。 

 以上の結果、連結経常利益は421億円（前年同期比2.1％増）となりました。 

  特別損益は保有する旧型タンカーの売却益等により、２億円の利益（前年同期は75億円の損失）となりまし

た。法人税等、少数株主利益は285億円（前年同期比51億円増）となりました。 

 以上の結果、連結中間純利益は138億円（前年同期比33.5％増）となりました。 

事業のセグメント別の業績は以下のとおりです。 

①石油製品部門  

石油製品部門では、原油価格の高騰に対して販売価格への反映に努めましたが、産業用燃料を中心に価格反映

の不足、原油高に伴う製油所・工場操業に必要となる精製用燃料費が大幅に上昇するなどの影響を受けました。

  販売面では、石油製品販売合計で前年同期比95.7％の12,214千ＫＬとなりました。ＳＳリテールにおいては、

セルフＳＳの出店を加速し販売増に注力すると共に、マーケティング面では「出光カードまいどプラス」の発券

を強化した結果、当中間期は約14万件の増加となり累計会員数は162万件に達しました。これらの結果、揮発油

は前年同期比101.5％の販売となり、需要が減少する中で販売数量はほぼ前年同期並みを維持しました。また、

産業用燃料では、Ａ重油の需要が大幅に減少しましたが、需要動向を踏まえて付加価値の高い油種の販売に力を

入れました。また、国内外のマーケット状況を見ながら、軽油を中心とした石油製品輸出を積極的に実施した結

果、輸出数量は335千ＫＬとなりました。 

  供給面では、ベネズエラ産の高品質原油であるサンタバーバラ原油を当社として初めて調達しました。当社

は、中東産油国との関係強化に努める一方、地政学的リスクを考慮し、購入先の多様化を図っています。製油

所・工場では、安全基盤・環境対応力の強化に注力していますが、想定される地震動の大きさや油種の危険性を

考慮し、対象のタンクについて法律の基準以上の安全性を確保するため、ダブルデッキ化（二重構造屋根）を推

進しています。 

 環境面では、㈱トーマツ審査評価機構の環境格付において、当社はＡＡを取得しました。 

  わが国が京都議定書で世界に対して公約した温室効果ガスの削減目標に向けて、政府の設定した目標に石油業

界として協力するために、バイオガソリン（植物生まれのバイオエタノールと石油系ガスのひとつであるイソブ

テンを合成した「バイオＥＴＢＥ」という物質を配合したレギュラーガソリン）の販売を４月から首都圏（東京

都、神奈川県、埼玉県、千葉県）50ＳＳ（内、当社分７ＳＳ）において開始しました。 

 潤滑油事業では、国内外合計の販売数量は、ライセンス先の販売を含め48.8万ＫＬとなりました。国内販売で

は、潤滑油需要が減退する中、省資源、省エネルギー、環境対応型潤滑油の開発・販売を積極的に推進し、前年

同期を上回る販売を行いました。平成19年４月に省燃費自動車ＡＴＦオイル「ゼプロＡＴＦ－ＥＣＯ」、また10

月に排ガス規制対応型のディーゼルエンジンオイルを発売しました。 

石油製品部門の売上高は、１兆2,286億円（前年同期比1.5％減）となりました。営業利益は、需要低迷による

中間留分等の市況が低下しましたが、中間期末に予定していた高値の原油入着遅れによりコストが下期へずれ込

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増 減 

ドバイ原油（ドル／バレル） 65.4 67.4 +2.0 +3.1％ 

ナフサ（ドル／トン） 619 684 +65 +10.5％ 

為替レート（円／ドル） 116.4 120.3 +3.9 +3.4％ 



んだこと等により、22億円（前年同期比31.1％増）となりました。 

②石油化学製品部門  

石油化学製品部門では、原油価格高騰によりナフサの市況が過去最高を更新し、原料コストの上昇が各製品の

マージンを圧縮しました。 

  基礎化学品事業では中国を中心とした需要増大による安定したマーケットに支えられ、総じて安定したマージ

ンを確保しました。スチレンモノマーは中国を中心に需要が堅調に増加する中、定期補修要因で需給がタイトと

なったことから市況は高水準で推移しました。パラキシレンについても誘導品の需要は堅調ですが、中国等での

誘導品の能力増強の影響等により、第２四半期に入り下落傾向にあります。 

 機能化学品事業では、前年度に引続きフル生産を継続しました。前年同期が定期補修であった要因に伴う生産

量増加により、販売数量は前年同期比10％の増加となりました。また、ＡｒＦ（アルゴンフッ素）フォトレジス

ト原料であるアダマンタンの製造装置（年産３百トン）が平成19年９月末に徳山工場にて完工しました。製造法

として、当社が独自に開発した新規触媒を用いる環境負荷の少ないプロセスを世界で初めて導入しました。アダ

マンタンの供給体制が確立したことにより、当社は原料から誘導体までの一貫体制を確立し、今後の需要増に向

けた体制が整いました。なお、商業運転は平成20年1月開始予定です。 

 機能性樹脂事業では、ポリカーボネート樹脂はアジア需要が堅調に推移し、高付加価値分野の液晶ディスプレ

イ向けなど電子分野を中心に販売は増加しましたが、中国、韓国を中心とした設備増強による需給緩和、原料高

騰（ナフサ、ビスフェノールＡ）により、原料と製品のスプレッドが縮小しました。シンジオタクチックポリス

チレン（ＳＰＳ）樹脂は自動車コネクター向けを中心に、販売が好調に推移しました。 

石油化学製品部門の売上高はナフサ価格の高騰等により3,502億円（前年同期比15.9％増）となりました。営

業利益は原料コスト上昇による各製品のマージン圧縮等により133億円（前年同期比22.5％減）となりました。 

③石油開発部門  

石油開発部門では、原油価格の高止まりによる収益の貢献に加え、原油生産量も平成18年10月に生産を開始し

たフラム・イースト油田が寄与し、前年同期比111万バレル増加し590万バレルとなりました。 

 ５月に当社子会社である英国現地法人、Idemitsu E&P(UK) Ltd.は英領シェトランド諸島西方沖合４鉱区の一

部権益を取得しました。６月にノルウェー現地法人、Idemitsu Petroleum Norge ASは15％の権益を保有するフ

ラム鉱区（PL090「H-North」構造）で試掘をした結果、原油の集積を確認しました。また、15％の権益を保有す

るフラム鉱区内のベガサウス（Vega South）ガス田の開発計画についてノルウェー政府の承認を取得しました。

更に、ノルウェー領北部北海の探鉱鉱区（PL293）の一部権益15％を取得しました。 

石油開発部門は原油価格の高止まり等により、売上高は509億円（前年同期比24.2％増）、営業利益は221億円

（前年同期比10.6％増）となりました。 

④その他部門  

石炭事業では、平成18年11月から生産開始したボガブライ鉱山・タラウォンガ鉱山が寄与し、オーストラリア

自社炭の生産数量は449万トンと前年同期比で65万トンの増産となりました。輸出価格は上昇したものの、原油

価格高騰に伴う燃料・資材・人件費の増加による生産コスト上昇が続いています。なお、石炭出荷港での滞船に

よるコスト負担増は継続していますが、状況は徐々に好転し始めています。 

 電子材料事業については、有機ＥＬ分野において、携帯メインディスプレイやテレビに、有機ＥＬ材料が採用

される等、需要が立ち上がりつつあります。開発では、オール蛍光素子での白色材料開発で、世界最高性能を達

成しました。また、供給体制の整備として、有機ＥＬディスプレイ市場の拡大に備え、有機ＥＬ材料の自社生産

工場として御前崎製造所（静岡県御前崎市・生産能力年間約２トン）を平成19年４月に完工し生産を開始しまし

た。 

その他部門の売上高は石炭販売の増加等により684億円（前年同期比6.9％増）となりました。営業利益は石炭

事業での滞船料の発生や生産コスト上昇等により前年同期比30億円減少し、13億円の営業損失となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、1,226億円となり、前連結会計年度

末と同水準となりました。その主な要因は次のとおりです。 

営業活動におけるキャッシュ・フローは、114億円の収入（前年同期比231億円減）となりました。これは、税

金等調整前中間純利益や現金等の支出を伴わない減価償却費などの資金増加要因が、たな卸資産の増加や法人税

等の支払いなどの資金減少要因を上回ったことによります。 

投資活動におけるキャッシュ・フローは、373億円の支出（前年同期比196億円増）となりました。これは、設

備投資による有形固定資産の取得等によります。 



財務活動におけるキャッシュ・フローは、242億円の収入（前年同期は193億円の支出）となりました。これ

は、原油価格高騰により、運転資金が増加したこと等によります。 

平成19年６月に㈱日本格付研究所より、コマーシャルペーパー及び長期優先債務でＪ－１及びＡマイナスの格

付を取得し、2,000億円を限度とするコマーシャルペーパーの発行を取締役会決議しました。なお、当中間連結

会計期間末におけるコマーシャルペーパーの発行残高は300億円です。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．上記の金額は、製造会社は製品生産額、石油開発部門、その他部門は販売金額によって記載をしています。

２．上記の金額には消費税等は含まれていません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況は、次のとおりです。 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれていません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１.「主な相手先別の販売実績」に該当する販売相手先はないため、記載を省略しています。 

２．上記の金額には消費税等は含まれていません。 

３．各部門の販売実績は、外部顧客への売上高を記載しています。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

   至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

石油製品（百万円） 880,742 101.3 

石油化学製品（百万円） 331,486 112.2 

石油開発（百万円） 46,897 128.5 

その他（百万円） 29,398 111.0 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

その他 11,456 110.4 10,841 92.0 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

   至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

石油製品（百万円） 1,228,577 98.5 

石油化学製品（百万円） 350,158 115.9 

石油開発（百万円） 50,868 124.2 

その他（百万円） 68,371 106.9 

合計 1,697,975 102.6 



３【対処すべき課題】 

(1) 経営環境 

 わが国経済は、米国のサブプライムローンの問題に端を発する株安など一時的な波乱要因はあったものの、影

響は限定的で概ね堅調に推移しています。 

 一方、原油価格は、アジアを中心とした世界的な原油需要が増大する中、需給バランスはタイトに推移し、米

国の株安による投資資金の原油市場への流入や中東地域での地政学的リスクの増大もあり、当中間期は上昇の一

途を辿りました。当面このトレンドは変わらず、高水準を維持すると予測されます。 

 国内の石油製品需要は、環境意識の高まりによる省エネ・効率化の進展や他エネルギーへの転換の影響などか

ら減少傾向となっていますが、環境規制の強化や石油代替エネルギーの更なる台頭などの要因から今後この傾向

が加速することも考えられます。 

 石油化学製品については、足元はアジアの旺盛な需要により需給タイトの状況で、製品市況は高水準となって

います。アジアでの堅調な需要は継続すると予測されますが、中東・中国の大型プラントの新増設が進行中であ

り、今後需給緩和による市況軟化の可能性があります。 

 また、石油などの資源価格の高騰は、資材等の価格上昇を招き、資源開発や環境・安全への投資コスト負担を

増加させる要因となっています。 

(2) 対処すべき課題 

 当社グループは、平成17年５月に「安定的かつ持続的成長を通して、社会に貢献する企業」をめざして、平成

17～20年度を対象とする第２次連結中期経営計画を策定しました。 

 事業戦略策定に当たり、当社グループは事業を３つの戦略区分で分けており、セグメント別の内容は以下のと

おりです。 

 後半２年に相当する平成19～20年度におきましては、計画策定後の環境変化を織り込み、前提条件及び収益計

画を見直しました。経営目標として平成20年度で営業利益1,090億円（持分法投資損益を含む）、投下資本営業

利益率7.6％、ネットＤ／Ｅレシオ1.2倍を掲げています。（平成20年度の経営目標は、税制改正の影響として営

業利益で110億円の減少を織り込んでいます。）安定的かつ持続的成長の実現をめざすという基本戦略に変更は

ありませんが、環境変化に対応した事業ポートフォリオの改善を含め、下記の課題に取り組んでいきます。な

お、上記の計画は見直し時に入手可能な情報に基づき策定したもので、実際の業績は今後の様々な要因によっ

て、目標と異なる場合があります。 

①基盤事業の競争力強化と需要構造変化への更なる対応 

 原油価格は、地政学的リスクやファンドマネーの流入などが加わり、2007年10月の後半にはＷＴＩ原油で連

日、過去最高値を記録するなど、価格高騰に拍車がかかっています。この影響により、燃料油や石油化学事業で

は大幅なコストアップとなるため、販売価格への反映に取り組んでいますが、今後燃料油需要の減少を更に加速

させることも予想されます。このような環境において、徹底的な合理化・効率化を追求して収益の確保に努めて

いくと同時に、需要構造の変化に対応できる体制整備を進めます。 

 供給部門では、千葉及び徳山の生産拠点において、コンビナートの中核となり、周辺企業と協働して競争力強

化に取り組んでいますが、更に中京地区においても、㈱ジャパンエナジーと製油所間の連携強化に向けた取り組

みを開始しました。また、国内の石油製品の需要減少に対応し、石油製品の輸出能力増強を行い、国内外の需要

動向に柔軟に対応できる供給体制を拡充します。 

 ＳＳリテール部門では、創業以来の「消費者本位」の方針のもとで簡素な流通構造による地域密着型の販売ネ

ットワークを構築しています。今後もセルフＳＳの新設を推進し、販売ネットワークの効率化・収益力の強化を

    事業の種類別セグメント 

    石油製品  石油化学製品  石油開発  その他 

戦略区

分別 

 基盤事業 

・燃料油 

・ＬＰガス 

・外航海運 

・基礎化学品  － 

・保険販売 

・ＳＳ関連商品 

・クレジットカード 

 高付加価値事業 ・潤滑油 

・機能化学品 

・機能性樹脂 

・樹脂加工製品 

－ 

・電子材料 

・アグリバイオ 

・エンジニアリング 

 資源事業  －  － ・石油開発 

・石炭 

・ウラン 

・地熱 



進めていきます。クレジットカードはＳＳやＬＰガス販売において、お客様に利便性を提供する重要なツールと

なっています。会員数は当中間期末で250万件に達しており、特に平成16年度に発券を開始した「出光カードま

いどプラス」については平成19年１月に当初目標である発券件数150万件を達成しました。今後もお客様の利便

性、ＳＳの利用頻度と収益性などの向上を図るため、積極的な発券活動を実施します。上記のセルフ化の加速、

クレジット会員の拡大といった施策の推進により、当社ブランドＳＳでの販売を強化して国内燃料油のブランド

シェア拡大を図っていきます。 

 海外では、中東産油国やエネルギー需要が拡大しているアジアなどで、これまでの石油・石油化学事業で培っ

てきた保有技術やノウハウを活かせる分野において新たな事業展開を進めていきます。 

②高付加価値事業への積極的経営資源投入による差別化商品群の育成、強化 

 当社グループでは、これまで石油精製及び石油化学などで培ってきた技術を更に発展・組み合わせ、付加価値

の高い独自性のある製品とお客様のニーズに対応したソリューションを提供しています。今後も需要の拡大が見

込める分野に積極的に経営資源を投入し、差別化商品群を育成、強化していき、高付加価値事業を、基盤事業、

資源事業と並ぶ当社グループ事業の柱の一つとすべく、積極的に事業を展開していきます。 

 潤滑油事業では、当社の独自技術を活かした差別化製品の開発を更に強化します。また、国内と同一品質の高

機能潤滑油のグローバルな供給体制を強化して、今後需要の拡大する中国・インドを重点として事業の拡大を推

進していきます。中国では、拡大する自動車市場に対応するため、平成20年７月までに天津出光潤滑油有限公司

の生産能力を現状の２倍の年産5.6万ＫＬに増強することを決定しました。ライセンス供与先を含めた国内外合

計の年間販売量で100万ＫＬ体制をめざしています。 

 機能性樹脂事業では、台湾のFormosa Chemicals & Fibre Corporationとポリカーボネート樹脂の合弁事業を

台湾において運営していますが、需要増加の見込まれる光ディスク向けに同社の生産能力を平成19年度に年産10

万トン増強し、年産20万トン体制とする予定です。また、当社が開発したシンジオタクチックポリスチレン（Ｓ

ＰＳ）樹脂では、平成18年10月に千葉工場において自社製造装置（年産５千トン）を再稼働させましたが、更に

好調な需要に対応するための能力増強を検討しています。 

 機能化学品事業では、ＡｒＦ（アルゴンフッ素）フォトレジスト原料であるアダマンタン及び誘導体は、次世

代半導体製造向けに需要の急拡大が見込まれ、これに対応し、徳山工場内においてアダマンタンの製造装置が平

成19年９月末に完工しました。この装置では当社が独自に開発し特許を保有する、廃棄物による環境負荷が低い

省力化に優れた製造プロセスを採用しています。これにより、アダマンタン事業については原料から誘導品まで

の総合事業化を図っていきます。 

 電子材料事業では、次世代のディスプレイ材料として需要の拡大が見込まれる有機ＥＬにおいて当社は商業化

に必要なデバイス特許を多数保有しており、発光材料の主要メーカーとなっています。現在、ソニー㈱と共同開

発を進めており、中大型ディスプレイにも適用可能な材料開発を推進します。今後、携帯電話のメイン画面やテ

レビ向け需要の立ち上がりに対応して材料開発を強化すると同時にデバイス事業への進出も検討していきます。

透明電極材料（ＩＺＯ®）では、液晶テレビの需要拡大と競争激化にともない、更なるコスト競争力強化が求め

られており、子会社ＩＳエレクトロード・マテリアルズ社を100％子会社化し、供給体制の再構築を進めます。 

③資源事業の中期的視点による埋蔵量・生産量の拡大 

 世界規模のエネルギー獲得競争が強まる中、当社は石油とともに、石炭、ウランなどバランスのとれた資源開

発を進めることで、エネルギー安定供給をめざすとともに、収益基盤の強化を図ります。資源価格や開発コスト

が高騰する中でリスクと採算性のバランスをとりつつ、中長期的視点での埋蔵量の確保と生産量の拡大に努めて

いきます。 

 石油開発では、今後もノルウェー、英国、ベトナムを中心に新規探鉱鉱区の獲得活動を積極的に継続して石油

及びガスの埋蔵量の確保に努めます。また、採掘コストが上昇していますが、コスト削減の取り組みを強化し、

既存事業を効率的に運営することで収益向上に努めます。 

 石炭事業では、オーストラリアの４鉱山では年産1,000万トン規模となりましたが、今後未開発エリアの開発

を進め、生産の拡大と効率化を推進していきます。 

 ウラン事業では、カナダのシガーレーク鉱山（当社が7.875％の権益を保有）において生産開始に向けた準備

を進めていましたが、平成18年度に出水事故が発生したため、現在復旧対応に取り組んでいます。 

④環境分野への長期的な取り組み強化 

 環境問題に対する社会的な要請の高まりを踏まえて、当社グループでは今後とも環境負荷の低い再生可能エネ

ルギーの供給に向けた技術開発と事業開発を推進します。特にバイオ燃料、グリーンエネルギー発電、地熱事業

に取り組むとともに、燃料電池の実用化や長期的には水素エネルギーの活用に向けて、事業化の可能性を検討し

ます。 



 また、アグリバイオ部門では微生物の製造及び活用に関する技術をもとに、これまで農業資材や畜産資材分野

での事業展開を行ってきました。将来的には循環型農業や緑化等の領域への展開を図り、地球環境の保全に寄与

するとともに新たな事業化に取り組みます。  

⑤研究開発部門の強化・拡充 

 基盤事業を将来にわたって成長させるとともに、技術立脚型の新たな高付加価値事業創出に向け、長年にわた

り培ってきた独自技術を更に高度化、融合させることにより、環境にも貢献する魅力ある新製品、新技術の開発

を進めます。また、長期的な視点から新たな事業を継続的に創出することを目的に、機能材料、エネルギー貯

蔵・変換材料、環境・バイオを重点分野とした研究開発を推進していきます。更に、研究の初期段階から特許網

の構築を図るなど、事業・研究が一体となった知的財産戦略を強化し、技術優位性を築くことをめざします。ま

た、重点分野において人材の増強・育成を進め、一層充実した研究開発体制を構築します。 

⑥ＣＳＲの推進 

 安定的かつ持続的な成長を実現してその成果を配分する経済的側面だけでなく、事業活動における安全の確保

と地球環境への配慮、お客様に「安心・活力・満足」を感じていただける商品・技術・サービスの提供など、企

業活動のあらゆる面において社会に貢献し、社会から支持される企業をめざし、内部統制システムの適切な運用

等を通じた「コンプライアンスの徹底」、「安全の確保」、「ブランド活動の展開」の課題に取り組みます。 

(3) 会社法施行規則第127条に定める基本方針 

 当社は、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上のため、安定的かつ持続的成長の実現に努め

ています。 

 したがって、当社株式を大量に取得しようとする者の出現等により、当社グループの企業価値・株主共同の利

益が毀損されるおそれがある場合には、法令・定款で許容される範囲内において適切な措置を講じることを基本

方針とします。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、石油製品、石油化学製品更には新規事業創出のための研究開発に取り組んでいます。現在、図に

示した研究開発体制の下、それぞれの部署が密接な連携のもとに研究開発活動を推進しています。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は72億円です。 

（出光グループの研究開発体制） 

  

(1) 石油製品部門 

石油製品部門では、環境に配慮した石油製品、潤滑油製品、及び燃料電池の開発を推進しています。 

当部門に係る研究開発費は20億円です。 

①燃料油事業では、原油価格の高騰による国内需要構造の変化や、代替エネルギーの台頭、地球環境問題の深刻化

などの大きな環境変化が見込まれる中、重質油処理技術の高度化、プロセス技術を活かし燃料油事業競争力の強

化、製油所・工場の高効率化及び省エネルギー化などに向けた研究開発を精力的に推進しています。 

当中間連結会計期間の主な実績は以下のとおりです。 

・重質油をより効率的に処理できる触媒、硫黄を取り除く機能を兼ね備えたガソリン製造用触媒の開発をすすめ

ています。 

・より少ないエネルギーで灯軽油から硫黄を取り除くことができる高性能な「超深度脱硫触媒」の開発に成功

し、平成19年度から実証運転を開始しました。 

・製油所のゼロエミッション化を目指して、再生利用しやすい「重質油直接脱硫触媒」の実証運転を行った結

果、安定的に高性能を示すことが確認されたことから、平成19年度に商業規模での再生を検討していきます。

②潤滑油事業では、環境対応として潤滑油による省エネルギー・地球温暖化対策及び海外展開における世界同一品

質を推進しています。 

当中間連結会計期間の主な実績は以下のとおりです。 

・自動車の燃費を向上させるエンジンオイル、ＡＴＦ（オートマチック変速機用オイル）、ＣＶＴ（無段変速機

用）油、ギヤ油や車の乗り心地を向上させるショックアブソーバ油の開発を推進し、ＡＴＦについては特に省

燃費に優れた「出光ゼプロＡＴＦ ＥＣＯ」の販売を開始しました。 

・タイヤに配合するプロセス油として、ＥＵ規制をクリアする環境対応アロマ油の開発を推進しました。 

・ＣＯ２削減に貢献する各種省エネタイプ産業用機械油の開発を推進し、商品化しました。 



③燃料電池はクリーンで高効率なエネルギー変換システムとして期待されており、当社グループではＬＰガス・灯

油を用いた燃料電池の開発を行っています。 

当中間連結会計期間の主な実績は以下のとおりです。 

・㈱コロナと共同で、灯油を用いた家庭用燃料電池システムの開発を推進しています。平成19年度に一般家庭で

の実証試験を開始する予定です。 

・㈱コロナと共同で開発した低コストで、耐久性に優れた灯油改質器を、灯油に限らず都市ガス、ＬＰガスにも

使用できるよう開発を進めています。 

  

(2) 石油化学製品部門 

石油化学製品部門では、機能化学品事業、機能性樹脂事業、樹脂加工製品事業において、競争力強化に向けた現

行技術の改良や新規材料の開発を推進しています。 

当部門に係る研究開発費は27億円です。 

①機能化学品事業では、半導体製造技術に必須であるフォトレジスト用材料、電子材料の製造工程で必要な機能性

溶剤、新機能を有した粘接着基材及び潤滑油・可塑剤原料の開発などを行なっています。 

当中間連結会計期間の主な実績は以下のとおりです。 

・フォトレジスト材料では、新たに32ｎｍレーザー加工向けとして、新規アダマンタン化合物の開発に着手しま

した。更に次世代の半導体微細加工に必要となるフォトレジスト周辺材料として反射防止膜の開発にも取り組

み、有用な化合物を見出しました。また、フォトレジスト材料以外に、アダマンタン化合物の耐熱性、透明性

や低誘電率などの特性が活かされる、エレクトロニクス、光学・通信及び医薬品原料などの分野でも、新規化

合物の開発を推進しています。 

・機能性溶剤では、独自の分子設計技術により、多くの物質に対し高い溶解力を持ち、かつ金属腐食性が低い溶

剤を開発し、次世代の電子部品製造分野での採用に向けた実用性の評価を進めています。 

・潤滑油・可塑剤原料の開発では、低粘度でかつ低揮発性を有する化合物を開発し、シックハウス症候群等で知

られる揮発性有機物質規制への対応が求められる建材分野での販売を開始しました。また、潤滑油分野では、

従来の製造技術を更に発展させ、より環境性に優れた新規材料の開発に着手しました。 

・機能性ワックス材料では、前期に開発した低融点かつ高硬度、高結晶性を有する材料の改良を進め、各性能を

コントロールすることにより、更なる高機能化を達成しました。トナー、蓄熱材料、各種改質剤等の用途でユ

ーザー評価を進めています。 

②機能性樹脂事業では、透明性に優れ高強度であるポリカーボネート樹脂、独自の複合化技術によって高寸法精度

を実現したＰＰＳ樹脂、自社技術による新しい高機能素材であるＳＰＳ樹脂、以上３種類のエンジニアリングプ

ラスチックによる高付加価値商品の開発に取り組んでいます。 

当中間連結会計期間の主な実績は以下のとおりです。 

・ポリカーボネート樹脂では、世界的に大きな需要の伸長を見せる液晶ディスプレイの分野で、導光板・反射板

（フレーム）向けの新規材料開発を進めています。導光板については、これまでにない優れた流動性を持つ新

規材料の市場投入を開始し、反射板についても近々市場投入の予定です。また平成19年当初から本格開発に取

り組んでいる光透過性や良外観（意匠性）に優れた複合材料については、大型需要を視野に入れた取り組みを

進めています。更に、環境負荷低減に向けて植物由来のバイオポリマーである「ポリ乳酸」を組み合わせたア

ロイ材料や、精密分野向けに新規の複合化技術を活用した高寸法ポリカーボネート繊維強化材料についても市

場展開を進めています。 

・ＰＰＳ樹脂については、光ピックアップの分野で高い熱伝導性を付与した新規材料が採用され、それを契機に

市場拡大を加速させています。また、特殊照明用途などの新規分野開拓を狙いとして、電気絶縁性を維持しつ

つ高い熱伝導性を達成した新規材料の市場投入を開始しました。 

・ＳＰＳ樹脂では、平成18年10月に千葉プラントを再稼働させましたが、以降も引き続き旺盛な自動車、家電分

野の需要に対応するため、ボトルネックの解消による能力増強計画に着手しました。これは平成21年度の完工

を目標としています。また、洗濯乾燥機やスチームレンジなどの家電製品、ハイブリッドカーを含む自動車新

モデルの車載電装部品への採用も需要を牽引しています。更に北米や欧州にも製造（コンパウンド供給、技術

支援）・営業拠点を設け、自動車分野をはじめとする現地の採用実績拡大に取り組んでいます。 



③樹脂加工製品事業では、新規商品である抗菌・防カビ・防藻剤「コーキンマスター」の用途開発や、新機能プロ

テインレザー、その他の高機能パウダーや処理剤を活用した新規加工製品の開発、及びポリエチレン、ポリプロ

ピレンなどのポリマーを組み合わせ、独自の加工技術を施した高機能加工製品の開発を行っています。 

当中間連結会計期間の主な実績は以下のとおりです。 

・「コーキンマスター」の展開分野を広げ、洗濯機や空気清浄機などの家電分野、農業用水路や飼料用サイロな

どの農業畜産分野、学童靴や衛生長靴などの靴分野で実績をあげるとともに、家庭用のスプレー商品について

は自社販売を開始しました。 

・肌活性効果に優れる卵殻膜パウダー「アミノファイン」をファブリックに加工した自動車用シートが、日産ブ

ルーバード・シルフィーに本格採用されました。 

・納豆の糸と同じ成分であるポリグルタミン酸を架橋した高性能保湿剤「ジェルプロテイン」が韓国化粧品メー

カーで採用され、海外展開の第一弾となりました。 

・チャック袋用チャックテープ「プラロック」では、チャックテープそのものに開封機能を持たせる形状を開発

しました。各分野のユーザーから好評を得ており、今後幅広い分野での採用が期待されています。 

・食品容器向けのバリアシート（内容物腐敗防止シート）「マルチレイ」の高耐熱グレードを開発し、電子レン

ジで加熱可能なスープ容器として採用されました。合わせて、マイナス40℃においても機能が損なわれない高

耐寒性グレードも開発し、こちらは冷凍食品向けに採用されました。更に両シートをベースにして、開封の容

易さ・高密封機能を持つ「マジックトップ」を開発中であり、今後の用途拡大が期待されます。 

・食品包装用フィルム「ユニラックス」では、各種パン用の包装向けに、従来に匹敵する強度を持ちながら従来

よりも薄いグレードを開発し、ゴミの容量を減少させる環境対応型の製品としてお客様のご要望にお応えして

います。 

  

(3) 石油開発部門 

 該当事項はありません。 

(4) その他部門 

その他部門では、電子材料分野での新素材開発、アグリバイオ分野での農業・畜産用の微生物資材などの製造・

販売を行っています。 

当部門に係る研究開発費は25億円です。 

①電子材料事業では、有機ＥＬ材料、透明電極材料に代表される電子材料分野での新素材の研究開発、及び製造販

売を行っています。特に有機ＥＬ材料においては、当社の分子設計、精密合成技術のみならず、素子評価技術を

活かし、お客さまのニーズをいち早く取り込み、高性能有機ＥＬ材料を提供するとともに、次世代の材料開発指

針にも反映させています。 

当中間連結会計期間の主な実績は以下のとおりです。 

・有機ＥＬ材料において、前期に開発した長寿命・高効率な３波長白色技術に更に改良を重ね、全てが蛍光素子

で構成された白色材料としては、世界最高水準となる長寿命・効率性能を達成しました。その一方で、次世代

を見据え、より高い発光効率が期待される燐光型発光材料の開発を加速させるため、米国Universal Display 

Corporation社との共同開発を更に強化しました。 

・また、国家プロジェクトである「有機発光機構を用いた高効率照明技術の開発」を、ＮＥＤＯ（新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構）から受託しました。 

②アグリバイオ事業では、微生物活用技術をコア技術として、農業や畜産、ヘルスケアや緑化の各分野において、

環境に優しい商品のラインナップを充実させています。 

当中間連結会計期間の主な実績は以下のとおりです 

・農業分野では微生物防除剤「ボトキラー」が、従来の野菜類（約200種類）やぶどう、柑橘、梨に加えて、花

弁・観葉植物（約200種類）の灰色カビ病、イチゴのうどんこ病にも適用が拡大されました。また、平成19年

３月に農業登録を取得した水稲種子消毒剤「タフブロック」も、水稲の褐条病に加え、ばか苗病、苗立枯細菌

病、いもち病、もみ枯細菌病への適用が拡大し、これにより稲の５大種子病害に対する登録が整いました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

      当中間連結会計期間において、主要な設備に異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はあ

りません。 

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2)【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3)【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 109,000,000 

計 109,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月17日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 40,000,000 40,000,000 
東京証券取引所 

 市場第一部 
－ 

計 40,000,000 40,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
 （百万円） 

 平成19年４月１日～ 

 平成19年９月30日 
－  40,000,000 －  108,606  － 57,245 



(5)【大株主の状況】 

(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,800株含まれています。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれています。 

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日章興産株式会社 東京都港区北青山一丁目３番６号 6,780,000 16.95 

財団法人出光文化福祉財団 東京都目黒区青葉台三丁目４番15号 3,098,100 7.75 

出光興産社員持株会 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 2,338,860 5.85 

財団法人出光美術館 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 2,000,000 5.00 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  1,446,200 3.62 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号  1,285,700 3.21 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号  1,285,700 3.21 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号  1,285,700 3.21 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号  1,027,600 2.57 

出光 昭介  東京都港区 932,000 2.33 

計  ── 21,479,860 53.70 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式       － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等)   普通株式       10,400 － － 

完全議決権株式（その他）    普通株式   39,967,400 399,674 － 

単元未満株式 普通株式       22,200 － － 

発行済株式総数 40,000,000 － － 

総株主の議決権 － 399,674 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

出光興産株式会社 
東京都千代田区丸の内

三丁目１番１号 
10,400 － 10,400 0.03 

計 － 10,400 － 10,400 0.03 



２【株価の推移】 

  【当該中間会計期間における月別最高・最低価格】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 15,940 15,940 14,790 14,500 14,160 13,240 

最低（円） 13,420 13,000 13,540 13,400 11,440 12,070 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省 

 令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しています。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38 

 号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついては、みすず監査法人並びに監査法人不二会計事務所により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸

表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人

により中間監査を受けています。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しています。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間 みすず監査法人並びに監査法人不二会計事務所 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間 新日本監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金     132,195 112,592   107,580 

２ 受取手形及び売掛金 ※５   364,042 419,617   413,738 

３ 有価証券     － 9,997   14,983 

４ たな卸資産     388,824 401,175   335,582 

５ 繰延税金資産     14,395 16,839   14,663 

６ デリバティブ資産     660 2,274   1,720 

７ その他     158,833 177,225   126,960 

貸倒引当金     △2,225 △950   △1,318 

流動資産合計     1,056,725 44.9 1,138,772 46.1   1,013,910 43.5

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※３       

(1）建物及び構築物 ※１   139,462 145,961   145,285 

(2）油槽 ※１   15,451 16,485   16,610 

(3）機械装置及び運搬具 ※１   223,142 248,995   233,036 

(4）土地  ※１   624,518 620,688   622,355 

(5）建設仮勘定     25,237 9,780   15,994 

(6）その他     9,578 10,656   10,413 

有形固定資産合計     1,037,389 44.0 1,052,568 42.7   1,043,697 44.7

２ 無形固定資産         

(1）鉱業権     12,962 13,501   12,839 

(2）のれん     6,994 6,471   6,697 

(3）その他     14,964 15,491   15,394 

無形固定資産合計     34,921 1.5 35,463 1.4   34,931 1.5

３ 投資その他の資産         

(1）投資有価証券 ※１   145,375 148,262   156,667 

(2）長期貸付金     8,691 8,052   8,063 

(3）繰延税金資産     23,163 24,505   21,964 

(4）デリバティブ資産     3,689 6,364   4,256 

(5）その他     47,851 55,231   51,312 

貸倒引当金     △1,796 △1,632   △1,674 

投資その他の資産合計     226,974 9.6 240,784 9.8   240,589 10.3

固定資産合計     1,299,284 55.1 1,328,816 53.9   1,319,218 56.5

資産合計     2,356,010 100.0 2,467,588 100.0   2,333,129 100.0 

        
 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 買掛金     319,764 334,567   301,988 

２ 短期借入金 ※１   428,684 373,165   329,813 

３ コマーシャル・ペーパー     － 29,988   － 

４ １年以内償還予定の社債     － 22,500   12,500 

５ 未払金     318,593 333,253   291,621 

６ 未払法人税等     17,327 29,143   28,919 

７ 繰延税金負債     130 1,967   1,919 

８ 賞与引当金     6,755 8,593   7,787 

９ デリバティブ負債     － 1,922   311 

10 その他     73,134 61,113   52,905 

流動負債合計     1,164,390 49.4 1,196,215 48.5   1,027,767 44.0

Ⅱ 固定負債         

１ 社債     85,500 63,000   73,000 

２ 長期借入金 ※１   457,285 378,905   418,982 

３ 繰延税金負債     27,854 30,844   28,939 

４ 再評価に係る繰延税金負
債 

    103,169 117,608   103,563 

５ 退職給付引当金     62,988 53,679   58,715 

６ 修繕引当金     24,303 32,765   26,983 

７ 役員退職慰労引当金     1,261 －   － 

８ その他     19,727 33,580   33,800 

固定負債合計     782,089 33.2 710,384 28.8   743,984 31.9

負債合計     1,946,480 82.6 1,906,599 77.3   1,771,752 75.9

          

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１ 資本金     51,388 2.2 108,606 4.4   108,606 4.7

２ 資本剰余金     13,935 0.6 71,141 2.9   71,140 3.0

３ 利益剰余金     154,349 6.5 194,045 7.8   185,379 8.0

４ 自己株式     － － △126 △0.0   △101 △0.0

株主資本合計     219,673 9.3 373,666 15.1   365,025 15.7

Ⅱ 評価・換算差額等         

１ その他有価証券評価  
差額金 

    14,107 0.6 8,208 0.3   15,180 0.7

２ 繰延ヘッジ損益     1,653 0.1 4,329 0.2   3,949 0.2

３ 土地再評価差額金     146,728 6.2 131,196 5.3   146,734 6.2

４ 為替換算調整勘定     △3,624 △0.1 10,143 0.4   1,896 0.1

評価・換算差額等合計     158,865 6.8 153,876 6.2   167,761 7.2

Ⅲ 少数株主持分     30,991 1.3 33,444 1.4   28,590 1.2

純資産合計     409,530 17.4 560,988 22.7   561,376 24.1

負債純資産合計     2,356,010 100.0 2,467,588 100.0   2,333,129 100.0



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,654,627 100.0   1,697,975 100.0   3,394,738 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,506,208 91.0   1,544,671 91.0   3,061,781 90.2 

売上総利益     148,419 9.0   153,303 9.0   332,957 9.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費                     

１ 運賃   25,697     27,822     55,184     

２ 人件費   16,688     17,473     38,764     

３ 賞与引当金繰入額   4,928     6,121     5,716     

４ 退職給付引当金繰入額   3,983     1,785     6,164     

５ 賃借料   9,382     9,559     18,869     

６ 減価償却費   4,870     5,486     10,148     

７ 作業費   18,940     20,545     41,814     

８ その他 ※１ 23,464 107,956 6.6 28,350 117,144 6.9 53,482 230,144 6.8 

営業利益     40,462 2.4   36,159 2.1   102,813 3.0 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   1,550     1,699     3,270     

２ 受取配当金   2,809     3,578     4,820     

３ 為替差益   2,942     4,194     8,333     

４ 持分法による投資利益   3,566     3,165     8,351     

５ 補助金収入   116     148     1,502     

６ 匿名組合出資利益   60     1,420     125     

７ その他   1,007 12,054 0.8 1,762 15,968 1.0 2,087 28,491 0.9 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   8,851     8,309     17,399     

２ その他   2,385 11,236 0.7 1,683 9,993 0.6 6,368 23,767 0.7 

経常利益     41,280 2.5   42,134 2.5   107,536 3.2 

Ⅵ 特別利益                     

１ 固定資産売却益 ※２ 295     5,423     5,250     

２ 関係会社株式売却益   117     －     119     

３ その他   56 469 0.0 273 5,696 0.3 2,285 7,656 0.2 

Ⅶ 特別損失                     

１ 減損損失 ※４ 4,628     1,088     8,648     

２ 投資有価証券評価損   185     －     237     

３ 関係会社株式売却損   41     －     －     

４ 固定資産売却損 ※３ 324     84     350     

５ 固定資産除却損   2,587     3,959     5,360     

６ その他   221 7,989 0.5 371 5,504 0.3 1,794 16,390 0.5 

 税金等調整前中間（当期） 
 純利益 

    33,760 2.0   42,327 2.5   98,802 2.9 

 法人税、住民税及び事業税   16,972     27,553     48,802     

 法人税等調整額   4,222 21,195 1.3 △1,601 25,952 1.5 5,333 54,136 1.6 

 少数株主利益     2,240 0.1   2,594 0.2   3,074 0.1 

 中間（当期）純利益     10,324 0.6   13,779 0.8   41,591 1.2 



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

 （注）平成18年６月27日の定時株主総会における利益処分項目です。 

  株主資本 

  
資本金  資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年3月31日 残高 （百万円） 51,388 12,535 144,914 208,838 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注）      △1,502 △1,502 

中間純利益      10,324 10,324 

連結範囲の変更      △457 △457 

自己株式処分差益の増加   1,399   1,399 

土地再評価差額金の取崩        1,070 1,070 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額(純額）        

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
－ 1,399 9,435 10,835 

平成18年9月30日 残高 （百万円） 51,388 13,935 154,349 219,673 

  評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計

  

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年3月31日 残高（百万円） 16,599 － 147,799 △4,521 159,876 31,524 400,240 

中間連結会計期間中の変動額               

剰余金の配当（注）             △1,502 

中間純利益             10,324 

連結範囲の変更             △457 

自己株式処分差益の増加             1,399 

土地再評価差額金の取崩     △1,070   △1,070   － 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額(純額）  
△2,491 1,653   896 59 △533 △474 

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
△2,491 1,653 △1,070 896 △1,011 △533 9,290 

平成18年9月30日 残高（百万円） 14,107 1,653 146,728 △3,624 158,865 30,991 409,530 



 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  株主資本 

  
資本金  資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年3月31日 残高 （百万円） 108,606 71,140 185,379 △101 365,025 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当      △5,998   △5,998 

中間純利益      13,779   13,779 

自己株式の取得        △28 △28 

自己株式の処分   0   3 3 

土地再評価差額金の取崩        885   885 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額(純額）          

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
－ 0 8,666 △24 8,641 

平成19年9月30日 残高 （百万円） 108,606 71,141 194,045 △126 373,666 

  評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計

  

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成19年3月31日 残高（百万円） 15,180 3,949 146,734 1,896 167,761 28,590 561,376 

中間連結会計期間中の変動額               

剰余金の配当             △5,998 

中間純利益             13,779 

自己株式の取得             △28 

自己株式の処分             3 

土地再評価差額金の取崩     △885   △885   － 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額(純額）  
△6,972 379 △14,652 8,246 △12,999 4,854 △8,144 

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
△6,972 379 △15,537 8,246 △13,884 4,854 △388 

平成19年9月30日 残高（百万円） 8,208 4,329 131,196 10,143 153,876 33,444 560,988 



 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

 （注）平成18年６月27日の定時株主総会における利益処分項目です。 

  株主資本 

  
資本金  資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日 残高 （百万円） 51,388 12,535 144,914 － 208,838 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行  57,218 57,205     114,423 

剰余金の配当（注）      △1,502   △1,502 

当期純利益      41,591   41,591 

連結範囲の変更      △457   △457 

自己株式処分差益の増加   1,399     1,399 

自己株式の取得       △108 △108 

自己株式の処分   0   6 6 

土地再評価差額金の取崩        833   833 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額）          

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
57,218 58,605 40,464 △101 156,186 

平成19年３月31日 残高（百万円） 108,606 71,140 185,379 △101 365,025 

  評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計

  

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年3月31日 残高（百万円） 16,599 － 147,799 △4,521 159,876 31,524 400,240 

連結会計年度中の変動額               

新株の発行             114,423 

剰余金の配当（注）             △1,502 

当期純利益             41,591 

連結範囲の変更             △457 

自己株式処分差益の増加             1,399 

自己株式の取得             △108 

自己株式の処分             6 

土地再評価差額金の取崩     △833   △833   － 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額）  
△1,418 3,949 △231 6,417 8,717 △2,934 5,783 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
△1,418 3,949 △1,064 6,417 7,884 △2,934 161,136 

平成19年３月31日 残高（百万円） 15,180 3,949 146,734 1,896 167,761 28,590 561,376 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュ・フロー 

税金等調整前中間（当期）純利益 33,760 42,327 98,802

 減価償却費 27,067 35,801 59,307

 減損損失 4,628 1,088 8,648

  のれん償却額 356 366 715

  退職給付引当金の減少額 △1,157 △5,046 △5,454

 修繕引当金の増減額 △2,579 5,782 377

 受取利息及び受取配当金 △4,359 △5,278 △8,091

  匿名組合出資利益 △60 △1,420 △125

 支払利息 8,851 8,309 17,399

 固定資産売却益 △295 △5,423 △5,250

 固定資産売却損 324 84 350

 投資有価証券評価損 185 － 237

 関係会社株式売却益 △117 － △119

 関係会社株式売却損 41 － －

 売上債権の増加額 △31,569 △3,752 △79,719

 たな卸資産の増加額 △69,988 △64,535 △15,791

 仕入債務の増加額 34,716 31,066 15,495

 未払金の増加額 67,381 39,605 39,742

 その他 2,374 △40,593 20,598

小計 69,560 38,383 147,122

 利息及び配当金の受取額 4,572 9,881 8,373

 利息の支払額 △9,982 △8,000 △18,851

 法人税等の支払額 △29,598 △28,835 △50,322

  営業活動による 

キャッシュ・フロー 
34,551 11,429 86,322

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 

キャッシュ・フロー 

 有形固定資産の取得による支出 △28,713 △37,563 △67,287

 有形固定資産の売却による収入 1,934 8,789 7,867

 無形固定資産の取得による支出 △1,664 △1,958 △8,197

 投資有価証券の取得による支出 △200 △3,163 △4,494

 投資有価証券の売却による収入 － 29 272

 貸付金の純増減額 9,643 △3,151 13,448

 定期預金の純増減額 － △5 －

 その他 1,310 △294 △4,703

  投資活動による 

キャッシュ・フロー 
△17,690 △37,315 △63,094

Ⅲ 財務活動による 

キャッシュ・フロー 

 短期借入金の純増減額 26,995 38,506 △31,874

 コマーシャル・ペーパーの純増減額 － 29,988 －

 長期借入による収入 6,062 5,990 55,321

 長期借入金の返済による支出 △46,709 △43,550 △175,773

  株式の発行による収入 － － 113,563

  自己株式の取得による支出 － △28 △106

 自己株式の売却による収入 － 3 6

 配当金の支払額 △1,502 △5,998 △1,502

 少数株主への配当金支払額 △4,175 △61 △8,111

 その他 － △647 11,225

  財務活動による 

キャッシュ・フロー 
△19,330 24,202 △37,252

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換

算差額 
2,314 1,703 4,238

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △154 20 △9,785

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残

高 
132,747 122,564 132,747

Ⅶ 連結範囲の変更による現金及

び現金同等物の増減額 
△397 － △397

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高 
※１ 132,195 122,584 122,564 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数   55社 (1) 連結子会社の数   56社 (1) 連結子会社の数   55社 

  うち 国内会社  26社 

在外会社  29社 

うち 国内会社  25社 

在外会社  31社 

うち 国内会社  26社 

在外会社 29社 

  主要な連結子会社名 

出光オイルアンドガス開 

発㈱、出光タンカー㈱、 

アポロサービス㈱、出光 

エンジニアリング㈱、 

出光ユニテック㈱、 

出光大分地熱㈱、 

Idemitsu Apollo  

Corporation、  

Idemitsu Petroleum  

Norge AS、 

Idemitsu  

SM(Malaysia)Sdn.Bhd.、 

Idemitsu Queensland  

Pty.Ltd.、 

Apollo Resources Pty 

Ltd 

  

新規連結 １社 

 Idemitsu Lube(Singapore)  

  Pte.Ltd. 

  前連結会計年度まで持分法適

用の非連結子会社であった 

Idemitsu Lube(Singapore)Pte.

Ltd.は、重要性の観点から当中

間連結会計期間より連結の範囲

に含めました。 

連結除外 ９社 

出光ガスアンドライフ㈱、 

アポロホームガス東北㈱、 

アポロホームガス関東㈱、 

アポロホームガス関西㈱、 

アポロホームガス南九州㈱、

アポロホームガス中部㈱、 

出光ホームガス機器㈱、  

九州燃料㈱、㈱道東アポロ 

興発 

 出光ガスアンドライフ㈱は、

平成18年４月１日付で三菱商事

㈱ＬＰガス部門及び三菱液化ガ

ス㈱と事業統合し、承継会社と

してアストモスエネルギー㈱を

設立しました。なお同社は共同

支配企業として関連会社となっ

たため、連結の範囲より除外し

ました。同社の子会社である他

８社は、関連会社の子会社とな

るため、連結の範囲から除外し

ました。 

社名変更 １社 

 Apollo America Corporation

は平成18年９月１日に社名を変

更し、Idemitsu Lubricants 

America Corporationとなりま

した。 

主要な連結子会社名 

出光オイルアンドガス開 

発㈱、出光タンカー㈱、 

アポロサービス㈱、出光 

エンジニアリング㈱、 

出光ユニテック㈱、 

出光大分地熱㈱、 

Idemitsu International 

(Asia)Pte.Ltd.、 

Idemitsu Petroleum  

Norge AS、 

Idemitsu  

SM(Malaysia)Sdn.Bhd.、 

Idemitsu Australia  

Resources Pty Ltd 

Apollo Resources Pty 

Ltd 

  

新規連結 ２社 

 Idemitsu E&P UK Ltd.、 

 Boggabri Coal Pty Limited 

  Idemitsu E&P UK Ltd.、 

Boggabri Coal Pty Limitedは

当中間連結会計期間に設立した

ため、新規に連結の範囲に含め

ました。 

連結除外 １社 

出光プラスチック㈱ 

 出光プラスチック㈱は当中間

連結会計期間に清算したため、

連結の範囲から除外しました。 

 主要な連結子会社名は、「第

１ 企業の概況４．関係会社の

状況」に記載しているため、省

略しました。 

新規連結  １社 

Idemitsu Lube(Singapore)   

Pte.Ltd. 

連結除外  ９社 

出光ガスアンドライフ㈱、 

アポロホームガス東北㈱、 

アポロホームガス関東㈱、 

アポロホームガス関西㈱、 

アポロホームガス南九州㈱、

アポロホームガス中部㈱、 

出光ホームガス機器㈱、  

九州燃料㈱、㈱道東アポロ 

興発 

  前連結会計年度まで持分法適

用の非連結子会社であった

Idemitsu Lube(Singapore)

Pte.Ltd.は、重要性の観点から

当連結会計年度より連結の範囲

に含めました。 

 また、出光ガスアンドライフ

㈱は、平成18年４月１日付で三

菱商事㈱ＬＰガス部門及び三菱

液化ガス㈱と事業統合し、承継

会社としてアストモスエネルギ

ー㈱を設立しました。なお同社

は共同支配企業として関連会社

となったため、連結の範囲より

除外しました。同社の子会社で

ある他８社は、関連会社の子会

社となるため、連結の範囲から

除外しました。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2)主要な非連結子会社の名称等 

㈱アポロ22、出光ファインオ

イル㈱、沖縄アポロ㈱他 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

同左 

  

(2)主要な非連結子会社の名称等 

㈱アポロ22、出光ファインオイ

ル㈱、沖縄アポロ㈱他 

  （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

   非連結子会社はいずれも小規

模であり、合計の総資産・売上

高・中間純損益（持分相当

額)・利益剰余金（持分相当

額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためです。 

同左 

  

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、合計の総資産・売上

高・当期純損益（持分相当額)・

利益剰余金（持分相当額）等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

です。 

２.持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用会社の数  14社 

うち 非連結子会社 ４社 

(1) 持分法適用会社の数  15社 

うち 非連結子会社 ４社 

(1) 持分法適用会社の数  15社 

うち 非連結子会社 ４社 

  ㈱出光プランテック北海道

㈱出光プランテック千葉 

㈱出光プランテック愛知 

㈱出光プランテック徳山 

  

㈱出光プランテック北海道 

㈱出光プランテック千葉 

㈱出光プランテック愛知 

㈱出光プランテック徳山 

  

㈱出光プランテック北海道 

㈱出光プランテック千葉  

㈱出光プランテック愛知  

㈱出光プランテック徳山 

  うち 関連会社  10社 

出光クレジット㈱ 

北海道石油共同備蓄㈱ 

Apollo(Thailand) 

Co.,Ltd. 

台化出光石油化学股份有限

公司 

ＢＡＳＦ出光㈱ 

カルプ工業㈱ 

PIN Petroquimica S.A 

ＰＳジャパン㈱ 

㈱プライムポリマー 

アストモスエネルギー㈱ 

 新規持分法適用 １社 

アストモスエネルギー㈱ 

 前連結会計年度まで連結子

会社であった出光ガスアンド

ライフ㈱が当中間連結会計期

間に三菱商事㈱ＬＰガス部門

及び三菱液化ガス㈱と事業統

合し、共同支配企業となる関

連会社となったため、持分法

の適用範囲に含めました。 

 持分法適用除外 １社 

Idemitsu Lube(Singapore)

Pte.Ltd.            

 同社は、重要性の観点か

ら、当中間連結会計期間より

持分法の適用範囲より除外

し、連結の範囲に含めまし

た。 

うち 関連会社  11社 

出光クレジット㈱ 

北海道石油共同備蓄㈱ 

Apollo(Thailand) 

Co.,Ltd. 

台化出光石油化学股份有限

公司 

ＢＡＳＦ出光㈱ 

カルプ工業㈱ 

PIN Petroquimica S.A 

ＰＳジャパン㈱ 

㈱プライムポリマー 

アストモスエネルギー㈱ 

Tarrawonga Coal Sales  

Pty Ltd 

うち 関連会社 11社 

出光クレジット㈱  

北海道石油共同備蓄㈱  

Apollo(Thailand)  

Co.,Ltd. 

台化出光石油化学股份有限

公司 

ＢＡＳＦ出光㈱  

カルプ工業㈱ 

PIN Petroquimica S.A 

ＰＳジャパン㈱ 

㈱プライムポリマー 

アストモスエネルギー㈱ 

Tarrawonga Coal Sales  

Pty Ltd 

 新規持分法適用 ２社 

アストモスエネルギー㈱ 

Tarrawonga Coal Sales 

Pty Ltd 

 持分法適用除外 １社 

Idemitsu Lube(Singapore)

Pte.Ltd.            

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2) 持分法を適用していない非連

結子会社（出光バルクターミナ

ル㈱他）及び関連会社（京葉シ

ーバース㈱他）は、中間純損益

(持分相当額)及び利益剰余金

(持分相当額)等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しています。 

  

(2)      同左 

  

(2) 持分法を適用していない非連結

子会社（出光バルクターミナル

㈱他）及び関連会社（京葉シー

バース㈱他）は、当期純損益(持

分相当額)及び利益剰余金(持分

相当額)等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲

から除外しています。 

  (3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の

中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しています。 

(3)      同左 (3) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しています。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

(1) 連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は

次の26社です。 

 なお、これらの会社の中間

決算日は全て６月30日です。 

Idemitsu International(Asia) 

Pte.Ltd.・Idemitsu  

International(Europe)PLC・ 

Idemitsu Apollo Corporation・

Idemitsu Lubricants America 

Corporation・出光中華有限公

司・ 

Asia Sunrise Co.Pte.Ltd.・ 

Idemitsu Queensland Pty.Ltd.

及びその子会社４社・Apollo  

Resources Pty.Ltd.及びその子

会社２社・ 

Idemitsu Boggabri Coal Pty. 

Ltd.・Idemitsu Chemicals 

Europe PLC・Idemitsu 

Chemicals (M)Sdn.Bhd. 

・Petrochemicals(Malaysia) 

Sdn.Bhd.・Idemitsu 

SM(Malaysia)Sdn.Bhd.・ 

Idemitsu Chemicals  

Southeast Asia Pte.Ltd.・ 

Idemitsu Chemicals(HongKong) 

Co.,Ltd.・高福化学工業股份有

限公司・Idemitsu Chemicals  

U.S.A.Corporation・ 

Idemitsu Petroleum Norge AS・

Idemitsu Uranium  

Exploration Canada Ltd.・ 

Idemitsu Lube(Singapore)Pte. 

Ltd.   

(1) 連結子会社の中間決算日が中

間連結決算日と異なる会社は

次の28社です。 

 なお、これらの会社の中間

決算日は全て６月30日です。 

Idemitsu International(Asia) 

Pte.Ltd.・Idemitsu  

International(Europe)PLC・ 

Idemitsu Apollo Corporation・

Idemitsu Lubricants America 

Corporation・出光中華有限公

司・ 

Asia Sunrise Co.Pte.Ltd.・ 

Idemitsu Australia Resources 

Pty Ltd及びその子会社５社・ 

Apollo Resources Pty Ltd及び

その子会社２社・ 

Idemitsu Boggabri Coal Pty. 

Ltd.・Idemitsu Chemicals 

Europe PLC・Idemitsu 

Chemicals (M)Sdn.Bhd. 

・Petrochemicals(Malaysia) 

Sdn.Bhd.・Idemitsu 

SM(Malaysia)Sdn.Bhd.・ 

Idemitsu Chemicals  

Southeast Asia Pte.Ltd.・ 

Idemitsu Chemicals(HongKong) 

Co.,Ltd.・高福化学工業股份有

限公司・Idemitsu Chemicals  

U.S.A.Corporation・ 

Idemitsu Petroleum Norge AS・

Idemitsu Canada Resources 

Ltd.・ 

Idemitsu Lube(Singapore)Pte. 

Ltd.・Idemitsu E&P UK Ltd.  

(1) 連結子会社の決算日が連結決

算日と異なる会社は次の26社で

す。 

 なお、これらの会社の決算日

は全て12月31日です。 

Idemitsu International(Asia) 

Pte.Ltd.・Idemitsu  

International(Europe)PLC・ 

Idemitsu Apollo Corporation・

Idemitsu Lubricants America 

Corporation・出光中華有限公

司・ 

Asia Sunrise Co.Pte.Ltd.・ 

Idemitsu Australia Resources 

Pty Ltd及びその子会社４社・ 

Apollo Resources Pty Ltd及び

その子会社２社・ 

Idemitsu Boggabri Coal Pty 

Ltd・Idemitsu Chemicals 

Europe PLC・Idemitsu 

Chemicals (M)Sdn.Bhd. 

・Petrochemicals(Malaysia) 

Sdn.Bhd.・Idemitsu 

SM(Malaysia)Sdn.Bhd.・ 

Idemitsu Chemicals  

Southeast Asia Pte.Ltd.・ 

Idemitsu Chemicals(HongKong) 

Co.,Ltd.・高福化学工業股份有

限公司・Idemitsu Chemicals  

U.S.A.Corporation・ 

Idemitsu Petroleum Norge AS・

Idemitsu Canada Resources 

Ltd.・ 

Idemitsu Lube(Singapore)Pte. 

Ltd.   

  (2) 上記の会社については、連結

子会社の中間決算日現在の中

間財務諸表を使用していま

す。 

 ただし、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につ

いては、中間連結財務諸表作

成上、必要な調整を行ってい

ます。 

(2)      同左 (2) 上記の会社については、連結

子会社の決算日現在の財務諸表

を使用しています。 

 ただし、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、

連結財務諸表作成上、必要な調

整を行っています。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）

を採用しています。 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

      子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価

法を採用しています。 

    子会社株式及び関連会社株式 

同左 

    子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 時価法を採用していま

す。 

  時価は、中間期末前１

ヶ月の市場終値の平均価

額をもって算定し、評価

差額は全部純資産直入法

により処理しています。

なお、時価と比較する取

得原価は主として移動平

均法により算定していま

す。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 時価法を採用していま

す。 

  時価は、期末前１ヶ月

の市場終値の平均価額を

もって算定し、評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理しています。な

お、時価と比較する取得

原価は主として移動平均

法により算定していま

す。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法を採用しています。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  

  

  

  

匿名組合出資金 

  組合の財産の持分相当

額を計上しています。 

② たな卸資産 

 主として後入先出法に

よる原価法（一部低価

法）を採用しています。 

匿名組合出資金 

同左 

  

② たな卸資産 

同左 

      匿名組合出資金 

同左 

  

② たな卸資産 

同左 

  ③ デリバティブ 

 時価法を採用していま

す。 

③ デリバティブ 

同左 

③ デリバティブ 

同左 

  (2)  重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社

は、主として定率法を採用し

ています。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法を採用し、在外

連結子会社は主として定額法

を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

建物及び構築物   5～50年 

油槽       10～25年 

機械装置及び運搬具 7～13年 

(2)  重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

 

  

  

 

  

  

  

  

(2)  重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社

は、当中間連結会計期間よ

り、法人税法の改正（所得税

法等の一部を改正する法律

（平成19年３月30日 法律第

６号）及び法人税法施行令の

一部を改正する政令（平成19

年３月30日 政令第83号））

に伴い、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法

に規定する減価償却方法に変

更しています。 

 この結果、従来の方法によっ

た場合と比べて、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純

利益はそれぞれ303百万円減少

しました。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しています。 

（会計方針の変更） 

    ────────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

   

  

  
  
  

    （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社

は、当中間連結会計期間よ

り、法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に規定

する減価償却方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上していま

す。 

 この結果、従来の方法によ

った場合と比べて、営業利

益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益はそれぞれ4,438

百万円減少しました。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しています。 

 （追加情報） 

     ────────   

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用していま

す。 

② 無形固定資産 

同左  

② 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は過去の貸倒実績率を考慮し

て、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えて

将来の支給見込額のうち当中

間連結会計期間の負担額を計

上しています。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えて

将来の支給見込額のうち当期

の負担額を計上しています。 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職金支出に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しています。 

 なお、退職給付信託設定後

の会計基準変更時差異は、７

年による均等額を費用処理

し、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り、発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しています。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職金支出に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しています。 

 なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より、発生の翌連結会計年度

より費用処理しています。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職金支出に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ています。 

 なお、退職給付信託設定後

の会計基準変更時差異は、７

年による均等額を費用処理

し、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り、発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しています。 

 過去勤務債務は発生した連

結会計年度に一括費用処理し

ています。 

  ④ 修繕引当金 

 将来の修繕費用の支出に備

えるため、定期修繕を必要と

する油槽及び機械装置並びに

船舶について将来発生すると

見積もられる点検修理費用の

うち、当中間連結会計期間の

負担額を計上しています。 

④ 修繕引当金 

同左 

④ 修繕引当金 

 将来の修繕費用の支出に備

えるため、定期修繕を必要と

する油槽及び機械装置並びに

船舶について将来発生すると

見積もられる点検修理費用の

うち、当連結会計年度の負担

額を計上しています。  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

  当社において、将来の役員

退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間連結会

計期間末要支給額を計上して

います。 

 なお、当社は、平成18年6

月27日開催の定時株主総会を

もって役員退職慰労金制度を

廃止しました。これにより、

同日以降、新たな役員退職慰

労引当金の繰入を行っていま

せん。 

 中間連結会計期間末におけ

る役員退職慰労引当金の残高

は当制度の廃止以前から在職

している役員に対する予定支

給額です。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 ────────  

⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社において、将来の役員

退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給

額を計上しています。 

 なお、当社は、平成18年6月

27日開催の定時株主総会をも

って役員退職慰労金制度を廃

止しました。これにより、同

日以降、新たな役員退職慰労

引当金の繰入を行っていませ

ん。 

（表示方法の変更） 

 「租税特別措置法上の準備

金及び特別法上の引当金又は

準備金並びに役員退職慰労引

当金等に関する監査上の取扱

い」（監査・保証実務委員会

報告42号 平成19年４月13

日）の改正で役員退職慰労金

制度廃止の場合の会計処理が

新設されたことに伴い、当連

結会計年度より同取扱いを適

用しています。 

 当制度の廃止以前から在職

している役員に対する予定支

給額1,271百万円については

「長期未払金」として固定負

債の「その他」に含めて計上

しています。 

  (4) 重要なリース取引の処理方

法 

 当社及び国内連結子会社

は、リース物件の所有権が借

主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっています。 

 在外連結子会社は、主とし

て通常の売買取引に準じた会

計処理によっています。 

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

 当社及び一部の連結子会社

は主に金利スワップ取引及び

為替予約取引を対象として、

ヘッジ会計を採用していま

す。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用していま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

 為替予約、 

 通貨オプション 

 取引 

外貨建債権債務 

    
 原油、石油製品 

 スワップ取引 

 先物取引  

原油及び石油 

製品 

    
 金利スワップ、 

 オプション取引 
借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

 為替予約、 

 通貨オプション 

 取引 

外貨建債権債務 

 外貨建借入金 
外貨建投資有価

証券 

 原油、石油製品 

 スワップ取引 

 先物取引  

原油及び石油 

製品 

 金利スワップ、 

 オプション取引 
借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  ③ ヘッジ方針 

 当社及び一部の連結子会社

は各社の規程に基づきヘッジ

対象に係る価格変動リスク及

び金利・為替変動リスクをヘ

ッジすることを目的として実

需の範囲でのみ実施していま

す。 

 なお、金利スワップ取引及

び為替予約取引は取引数量を

実需の範囲内に限定していま

す。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性評価は、ヘ

ッジ手段とヘッジ対象の対応

関係を確認することにより行

っています。なお、ヘッジ対

象となる資産・負債又は予定

取引に関する重要な条件が同

一であり、ヘッジ開始時及び

その後も継続して相場変動又

はキャッシュ・フロー変動を

相殺するものであることが事

前に想定される取引について

は、有効性の判定を省略して

います。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  (6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

  消費税等の処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

います。 

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

  消費税等の処理の方法 

同左 

(6) その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事

項  

  消費税等の処理の方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっていま

す。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっています。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しています。 

 従来の資本の部に相当する金額は

376,885百万円です。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正に伴い、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しています。 

 ──────────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しています。 

 従来の資本の部に相当する金額は

528,836百万円です。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

伴い、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しています。 

（企業結合に係る会計基準）  

 当中間連結会計期間より、「企業

結合に係る会計基準」（企業会計審

議会 平成15年10月31日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号 平成17年12月

27日）を適用しています。 

 ──────────── （企業結合に係る会計基準）  

 当連結会計年度より、「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会 

平成15年10月31日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成17年12月27日）

を適用しています。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」、「営

業権」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

より「のれん」として表示しています。 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた固定負債

の「役員退職慰労引当金」（当中間連結会計期間末3百万

円）は金額的重要性が減ったため、固定負債の「その他」

に含めて表示しています。 

（中間連結損益計算書） 

 ──────────── 

  

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた特別損失

の「投資有価証券評価損」（当中間連結会計期間11百万

円）は金額的重要性が減ったため、特別損失の「その他」

に含めて表示しています。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

  当中間連結会計期間より、「連結調整勘定」及び「営業

権」を「のれん」として表示したことに伴い、営業活動に

よるキャッシュ・フローの「連結調整勘定償却額」及び

「営業権償却額」を「のれん償却額」として表示していま

す。 

 なお、前中間連結会計期間において「連結調整勘定償却

額」は営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

162百万円含まれています。また、「営業権償却額」は営

業活動によるキャッシュ・フローの「減価償却費」に248

百万円含まれています。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

 前中間連結会計期間において区分掲記していた営業活動

によるキャッシュ・フローの「投資有価証券評価損」（当

中間連結会計期間11百万円）は金額的重要性が減ったた

め、「その他」に含めて表示しています。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりです。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりです。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりです。 

(1) 工場財団抵当            （百万円） 

(2) その他担保              （百万円） 

建物及び構築物 81,411

油槽 13,111

機械装置及び運搬具 138,796

土地 584,348

小計 817,666

投資有価証券 351

建物及び構築物 321

機械装置及び運搬具 －

土地 3,324

小計 3,997

合計 821,663

(1) 工場財団抵当            （百万円） 

(2) その他担保              （百万円） 

建物及び構築物 81,179

油槽 14,260

機械装置及び運搬具 138,831

土地 581,380

小計 815,650

投資有価証券 297

小計 297

合計 815,947

(1) 工場財団抵当            （百万円） 

(2) その他担保              （百万円） 

建物及び構築物 82,353

油槽 13,663

機械装置及び運搬具 139,253

土地 582,522

小計 817,791

投資有価証券 255

小計 255

合計 818,046

 担保付債務は次のとおりです。 

（百万円） 

 担保付債務は次のとおりです。 

（百万円） 

 担保付債務は次のとおりです。 

（百万円） 

長期借入金 

（含む１年以内返済） 

493,828

   

長期借入金 

（含む１年以内返済） 

373,898

   

長期借入金 

（含む１年以内返済） 

408,206

   

２ 偶発債務 ２ 偶発債務  ２ 偶発債務 

 連結会社以外の下記会社等の金融機関

等からの借入等に対し、債務保証又は経

営指導念書の差入れを行っています。 

 連結会社以外の下記会社等の金融機関

等からの借入等に対し、債務保証又は経

営指導念書の差入れを行っています。 

 連結会社以外の下記会社等の金融機関

等からの借入等に対し、債務保証又は経

営指導念書の差入れを行っています。 

(1) 債務保証 

(2) 経営指導念書 

保証先 （百万円）

従業員 4,388 

徳山ポリプロ㈱ 2,435 

天津出光潤滑油有限公司 1,014 

(6,000千US$,20,000千人民元)

九州液化瓦斯福島基地㈱ 975 

PT.Idemitsu Lube  

Techno (Indonesia) 

728 

 (6,125千US$) 

その他 441 

(10,188千RM,450千US$を含む)

合計 9,982 

保証先 （百万円）

千葉フェノール㈱ 2,282 

ひびき灘開発㈱ 1,150 

合計 3,432 

(1) 債務保証 

(2) 経営指導念書 

保証先 （百万円）

従業員 3,619 

徳山ポリプロ㈱ 2,010 

天津出光潤滑油有限公司 1,070 

(6,000千US$,24,000千人民元)

九州液化瓦斯福島基地㈱ 875 

PT.Idemitsu Lube  

Techno (Indonesia) 

795 

 (6,828千US$)

その他 312 

(3,130千RM,800千US$,3,500千人民元を含む)

合計 8,683 

保証先 （百万円）

千葉フェノール㈱ 1,397 

ひびき灘開発㈱ 1,006 

合計 2,403 

(1) 債務保証 

(2) 経営指導念書 

保証先 （百万円）

従業員 3,980 

徳山ポリプロ㈱ 2,222 

天津出光潤滑油有限公司 1,024 

(4,600千US$,31,000千人民元)

九州液化瓦斯福島基地㈱ 925 

PT.Idemitsu Lube  

Techno (Indonesia) 

747 

 (6,277千US$)

その他 261 

(4,030千RM,800千US$,4,348千INRを含む)

合計 9,161 

保証先 （百万円）

千葉フェノール㈱ 1,839 

ひびき灘開発㈱ 1,063 

合計 2,903 

※３ 減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額は、   

1,729,577百万円です。 

※３ 減価償却累計額  

有形固定資産の減価償却累計額は、   

1,782,706百万円です。 

※３ 減価償却累計額 

 有形固定資産の減価償却累計額は、  

 1,753,554百万円です。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

４ 特定融資枠契約 

 当社グループは、運転資金の効率的な

調達を行うため、主要取引銀行７行で作

られるシンジケート団と特定融資枠契約

を締結しています。当該契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりです。  

                （百万円） 

特定融資枠の総額  130,000

借入実行残高 － 

差引 130,000

４ 特定融資枠契約 

  当社グループは、運転資金の安定的

かつ効率的な調達を行うため、主要取引

銀行７行で作られるシンジケート団と特

定融資枠契約を締結しています。当該契

約に基づく当中間連結会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりです。  

                （百万円） 

特定融資枠の総額  130,000

借入実行残高 － 

差引 130,000

４ 特定融資枠契約 

 当社グループは、運転資金の効率的な 

調達を行うため、主要取引銀行７行で作 

られるシンジケート団と特定融資枠契約 

を締結しています。当該契約に基づく当 

連結会計年度末の借入未実行残高は次の 

とおりです。  

                （百万円） 

特定融資枠の総額  130,000

借入実行残高 － 

差引 130,000

 ※５ 中間連結会計期間末日満期手形 

       中間連結会計期間末日満期手形の会計 

   処理については、手形交換日をもって決 

   済処理をしています。なお、当中間連結 

     会計期間末日が金融機関の休日であった 

     ため、次の中間連結会計期間末日満期手 

     形が中間連結会計期間末残高に含まれて 

   います。 

    受取手形    800百万円 

 ※５ 中間連結会計期間末日満期手形 

       中間連結会計期間末日満期手形の会計

   処理については、手形交換日をもって決 

   済処理をしています。なお、当中間連結 

     会計期間末日が金融機関の休日であった 

     ため、次の中間連結会計期間末日満期手 

     形が中間連結会計期間末残高に含まれて 

   います。 

    受取手形      774百万円 

※５ 連結会計年度末日満期手形   

 連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理をしています。なお、当連結会計年度

末日が金融機関の休日であったため、次

の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれています。 

 受取手形    630百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 研究開発費の総額は、6,803百万円で

す。 

※１ 研究開発費の総額は、 7,237百万円で

す。 

※１ 研究開発費の総額は、13,907百万円で

す。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

                              （百万円） 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

（百万円）  

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

（百万円）

土地(油槽所跡地、   

ＳＳ跡地等) 

267

建物等 28

計 295

土地(ＳＳ用地等) 1,177

建物等 

船舶 

97

4,147

計 5,423

土地（ＳＳ用地、厚生施設

用地等） 

666

建物・構築物・機械装置等 

船舶 

225

4,358

計 5,250

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

す。 

                              （百万円） 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

す。 

（百万円） 

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

す。 

（百万円）

土地（ＳＳ用地、厚生施設

用地等）  

282

建物等 42

計 324

土地（ＳＳ用地等）  64

建物等 20

計 84

土地（ＳＳ用地、厚生施設

用地等） 

282

建物・構築物・機械装置等 67

計 350

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※４ 減損損失 ※４ 減損損失 ※４ 減損損失 

 (1) 減損損失を認識した資産又は資産グル

ープと減損損失の金額及び主な資産の種

類ごとの当該金額の内訳 

用途 

  
場所 

  
減損損失額 

(百万円) 

（遊休資産）   

  

  製油所 

 

兵庫製油所跡地 

(兵庫県姫路市)  

土地     1,579 

     計     1,579 

  

  ＳＳ 

 

 徳山ＳＳ 

（山口県周南市） 

 他 62件 

土地       669 

建物他      57 

     計       727 

  

 油槽所他 

 

青森油槽所跡地他 

(青森県青森市) 

土地    2,088 

建物他     233 

     計     2,321 

 (1) 減損損失を認識した資産又は資産グル

ープと減損損失の金額及び主な資産の種

類ごとの当該金額の内訳 

用途 

  
場所 

  
減損損失額 

(百万円) 

（遊休資産）   

  

  製油所 

 

兵庫製油所跡地 

(兵庫県姫路市)  

土地     502 

     計     502 

  

  ＳＳ 

 

 桟橋通ＳＳ 

（高知県高知市） 

 他 14件 

土地     107   

建物他  137 

     計     244 

  

 油槽所他 

 

松山油槽所跡地他

(愛媛県伊予郡) 

土地     338 

建物他     2 

     計     341 

 (1) 減損損失を認識した資産又は資産グル

ープと減損損失の金額及び主な資産の種

類ごとの当該金額 

用途 

  
場所 

  
減損損失額 

（百万円） 

（遊休資産）   

  

  製油所 

 

兵庫製油所跡地 

（兵庫県姫路市） 

土地     2,369  

     計      2,369  

  

  ＳＳ 

 

 徳山ＳＳ 

（山口県周南市） 

 他105件 

土地     1,544  

建物他   1,030  

     計      2,575  

  

 油槽所他 

 

松山油槽所跡地他 

（愛媛県伊予郡） 

土地     2,474  

建物他   1,227 

     計     3,702  

 (2) 減損損失の認識に至った経緯について 

 当社グループは、これまで収益力強化

と資産効率向上のために、供給面におい

ては製油所の閉鎖、他社との物流協力に

よる油槽所の廃止を行い、販売面では不

採算ＳＳの廃止を進めてまいりました。 

 これにより生じた遊休資産について

は、今後の使用見込みがなく、土地の市

場価格が著しく下落したため、帳簿価額

を正味売却価額まで減額しました。 

 以上の認識に基づく帳簿価額の減少額 

4,628百万円を減損損失として特別損失

に計上しました。 

 (2) 減損損失の認識に至った経緯について 

 当社グループは、これまで収益力強化

と資産効率向上のために、供給面におい

ては製油所の閉鎖、他社との物流協力に

よる油槽所の廃止を行い、販売面では不

採算ＳＳの廃止を進めてまいりました。 

 これにより生じた遊休資産について

は、今後の使用見込みがなく、土地の市

場価格が著しく下落したため、帳簿価額

を正味売却価額まで減額しました。 

 以上の認識に基づく帳簿価額の減少額

1,088百万円を減損損失として特別損失

に計上しました。 

(2) 減損損失の認識に至った経緯について 

 当社グループは、これまで収益力強化

と資産効率向上のために、供給面におい

ては製油所の閉鎖、他社との物流協力に

よる油槽所の廃止を行い、販売面では不

採算ＳＳの廃止を進めてまいりました。 

 これにより生じた遊休資産について

は、今後の使用見込みがなく、土地の市

場価格が著しく下落したため、帳簿価額

を正味売却価額まで減額しました。 

 以上の認識に基づく帳簿価額の減少額

8,648百万円を減損損失として特別損失

に計上しました。 

 (3) 資産をグルーピングした方法 

 遊休資産については、個別に取り扱い

ました。 

 資産のグルーピングは、事業の種類別

セグメントを基本にして行い、賃貸ビル

他については、継続的な収支の把握単位

である一棟もしくは一施設単位にてグル

ーピングしました。 

 (3) 資産をグルーピングした方法 

      同左  

(3) 資産をグルーピングした方法 

      同左 

 (4) 回収可能価額の算定方法 

 遊休資産の回収可能価額は、土地の正

味売却価額により測定しており、重要性

の高い資産（製油所等）については、不

動産鑑定評価基準に基づいた評価額を基

準としました。その他の遊休土地につい

ては、路線価及び固定資産税評価額を基

準とした評価額により測定しました。 

 (4) 回収可能価額の算定方法 

     同左  

 (4) 回収可能価額の算定方法 

     同左  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間 （自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類別及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

当中間連結会計期間 （自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類別及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取請求による増加分であり、減少は、単元未満株式の買増請

求による減少分です。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の 

 

前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 27,321,500 － － 27,321,500 

自己株式 

普通株式  － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 1,502 55.00 平成18年３月31日 平成18年６月28日

 

前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 40,000,000 － － 40,000,000 

自己株式 

普通株式（注）  8,697 2,020 290 10,427 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年５月８日 

取締役会 
普通株式 5,998 150.00 平成19年３月31日 平成19年６月７日

決議 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月６日 

取締役会 
普通株式 2,999  利益剰余金 75.00 平成19年９月30日 平成19年12月７日



前連結会計年度 （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類別及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式の増加のうち11,521千株は一般募集増資によるものです。 

２．普通株式の発行済株式の増加のうち1,157千株は第三者割当増資によるものです。 

３．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取請求による増加分であり、減少は、単元未満株式の買

増請求による減少分です。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

次へ 

 

前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度増加

株式数（株） 

当連結会計年度減少

株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式 

普通株式（注１、２） 27,321,500 12,678,500 － 40,000,000 

自己株式 

普通株式（注３）  － 9,257 560 8,697 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 1,502 55.00 平成18年３月31日 平成18年６月28日

決議 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月８日 

取締役会 
普通株式 5,998  利益剰余金 150.00 平成19年３月31日 平成19年６月７日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

（百万円） （百万円） （百万円） 

現金及び預金勘定 132,195

現金及び現金同等物 132,195

現金及び預金勘定 112,592

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △5

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 

9,997

現金及び現金同等物 122,584

現金及び預金勘定 107,580

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券） 

14,983

現金及び現金同等物 122,564



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．借主側 １．借主側 １． 借主側 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額 

相当額 

 

中間期末

残高相当

額 

  (百万円)  (百万円)  (百万円)

機械装置 

及び運搬具 
10,505  5,785  4,720

工具器具 

備品 
9,442  5,095  4,346

その他 974  363  611

合計 20,922  11,243  9,678

 
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額 

相当額 

 

中間期末

残高相当

額 

  (百万円)  (百万円)  (百万円)

機械装置 

及び運搬具 
10,258  5,720  4,537

工具器具 

備品 
9,830  4,825  5,004

その他 910  313  596

合計 20,999  10,860  10,139

 
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額相

当額 

 
期末残高

相当額 

  (百万円)  (百万円)  (百万円)

機械装置 

及び運搬具
10,934  6,257  4,676

工具器具 

備品 
10,069  5,489  4,580

その他 954  329  625

合計 21,958  12,076  9,882

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 7,666

１年超 13,950

合計 21,616

  （百万円）

１年内 7,020

１年超 13,618

合計 20,638

  (百万円)

１年内 7,347

１年超 14,023

合計 21,371

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  （百万円）

支払リース料 2,173

減価償却費相当額 2,022

支払利息相当額 141

  （百万円）

支払リース料 2,231

減価償却費相当額 2,079

支払利息相当額 145

  (百万円)

支払リース料 4,463

減価償却費相当額 4,156

支払利息相当額 286

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっています。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ています。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

  

２．貸主側 

  

２．貸主側 

  

２． 貸主側 

 未経過リース料中間期末残高相当額  未経過リース料中間期末残高相当額  未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 4,375

１年超 8,588

合計 12,963

  （百万円）

１年内 3,872

１年超 7,312

合計 11,185

  (百万円)

１年内 4,142

１年超 8,177

合計 12,320

(注) 上記は、すべて転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料中間期末残

高相当額です。なお、当該転貸リース

取引は、おおむね同一の条件で第三者

にリースしていますので、ほぼ同額の

残高が上記の借主側の未経過リース料

中間期末残高相当額に含まれていま

す。 

  

(注)               同左 

  

(注) 上記は、すべて転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料期末残高相

当額です。なお、当該転貸リース取引

は、おおむね同一の条件で第三者にリ

ースしていますので、ほぼ同額の残高

が上記の借主側の未経過リース料期末

残高相当額に含まれています。 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

 株式 37,469 59,956 22,486 

合計 37,469 59,956 22,486 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

国債・地方債 116 

(2）その他有価証券   

非上場株式 5,873 

投資事業有限責任組合出資金 7,355 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

 株式 36,438 49,689 13,251 

合計 36,438 49,689 13,251 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

コマーシャルペーパー 9,997 

国債・地方債 100 

(2）その他有価証券   

非上場株式 13,601 

投資事業有限責任組合出資金 8,840 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

 株式 41,665 65,818 24,152 

合計 41,665 65,818 24,152 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

コマーシャルペーパー 14,983 

国債・地方債 100 

(2)その他有価証券   

非上場株式 5,807 

投資事業有限責任組合出資金 7,420 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価の算定方法 

    先物為替相場及び取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

   ３．上記評価損益は中間連結損益計算書に計上されています。 

   ４．当社グループが行うデリバティブ取引は、業務上発生する為替・金利・商品価格変動リスクをヘッジする目的

で実需の範囲内で行っており、収益確保を目的とした投機的取引は行っていません。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価の算定方法 

    先物為替相場及び取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

   ３．上記評価損益は中間連結損益計算書に計上されています。 

   ４．当社グループが行うデリバティブ取引は、業務上発生する為替・金利・商品価格変動リスクをヘッジする目的

で実需の範囲内で行っており、収益確保を目的とした投機的取引は行っていません。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１．時価の算定方法 

    先物為替相場及び取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

   ３．上記評価損益は連結損益計算書に計上されています。 

   ４．当社グループが行うデリバティブ取引は、業務上発生する為替・金利・商品価格変動リスクをヘッジする目的

で実需の範囲内で行っており、収益確保を目的とした投機的取引は行っていません。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引      

   売建米ドル 28,949 28,663 286 

   買建米ドル 100,245 101,063 818 

  オプション取引      

   買建米ドルプット 934 1 1 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引      

   売建米ドル 27,170 26,813 357 

   買建米ドル 114,353 114,663 310 

  オプション取引      

   買建米ドルプット 920 5 5 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引      

   売建米ドル 20,260 20,171 88 

   買建米ドル 101,934 102,255 320 

  オプション取引      

   買建米ドルプット 946 7 7 

  商品先物取引      

   売建 3,002 3,192 △190 

   買建 2,469 2,656 186 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容 

(1）石油製品   ：ガソリン・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、潤滑油、ＬＰガス、海運業等 

(2）石油化学製品 ：エチレン等石油化学製品 

     (3）石油開発   ：石油資源の調査、探鉱、開発及び販売 

     (4）その他    ：石炭事業、ＳＳ関連商品、リース事業、電子材料事業、建設・保全工事等 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容 

(1）石油製品   ：ガソリン・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、潤滑油、ＬＰガス、海運業等 

(2）石油化学製品 ：エチレン等石油化学製品 

     (3）石油開発   ：石油資源の調査、探鉱、開発及び販売 

     (4）その他    ：石炭事業、ＳＳ関連商品、リース事業、電子材料事業、建設・保全工事等 

３．会計処理方法の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．(2)①」に記載のとおり、当中間連結会計期

間より、法人税法の改正（所得税法等の一部を改正する法律（平成19年３月30日 法律第６号）及び法人税

法施行令の一部を改正する政令（平成19年３月30日 政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に規定する減価償却方法に変更しています。 

 この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業費用は石油製品部門で227百万円、石油化学製品部門で

69百万円、石油開発部門で0百万円、その他部門で6百万円それぞれ増加し、営業利益は同額減少しました。 

４．追加情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．(2)①」に記載のとおり、当中間連結会計期

間より、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人

税法に規定する減価償却方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上していま

 

石油製品 

（百万円） 

石油化学 

製品 

（百万円）

石油開発 

（百万円）

その他 

（百万円）

計 

 （百万円）

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 1,247,571 302,151 40,946 63,958 1,654,627 － 1,654,627 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,753 810 － 3,774 6,338 (6,338) － 

計 1,249,325 302,962 40,946 67,732 1,660,966 (6,338) 1,654,627 

営業費用 1,247,669 285,783 21,011 66,059 1,620,524 (6,359) 1,614,164 

営業利益 1,655 17,178 19,935 1,672 40,442 20 40,462 

 

石油製品 

（百万円） 

石油化学 

製品 

（百万円）

石油開発 

（百万円）

その他 

（百万円）

計 

 （百万円）

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 1,228,577 350,158 50,868 68,371 1,697,975 － 1,697,975 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,550 864 － 4,111 6,526 (6,526) － 

計 1,230,128 351,022 50,868 72,483 1,704,502 (6,526) 1,697,975 

営業費用 1,227,958 337,708 28,817 73,831 1,668,315 (6,498) 1,661,816 

営業利益又は営業損失（△） 2,169 13,314 22,050 △1,347 36,187 (28) 36,159 



す。 

 この結果、従来の方法によった場合と比べて、営業費用は石油製品部門で3,491百万円、石油化学製品部門

で934百万円、石油開発部門で0百万円、その他部門で12百万円それぞれ増加し、営業利益は同額減少しまし

た。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容 

(1) 石油製品   ：ガソリン・ナフサ、灯油・軽油、重油等石油製品、潤滑油、ＬＰガス、海運業等 

(2) 石油化学製品 ：エチレン等石油化学製品 

(3) 石油開発   ：石油資源の調査、探鉱、開発及び販売 

(4) その他    ：石炭事業、ＳＳ関連商品、リース事業、電子材料事業、建設・保全工事等 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度    （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれの期間も90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しています。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度    （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高の合計が、いずれの期間も連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。

  
石油製品 
（百万円） 

石油化学
製品 
（百万円）

石油開発 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1) 外部顧客に対する売上高 2,535,934 622,823 87,196 148,784 3,394,738 － 3,394,738 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
3,389 1,649 － 8,235 13,274 (13,274) － 

計 2,539,323 624,473 87,196 157,019 3,408,013 (13,274) 3,394,738 

営業費用 2,521,582 580,200 50,341 153,131 3,305,256 (13,331) 3,291,925 

営業利益 17,741 44,272 36,854 3,888 102,756 56 102,813 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は以下のとおりです。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 13,854円99銭

１株当たり中間純利益 377円89銭

１株当たり純資産額 13,192円04銭

１株当たり中間純利益    344円58銭

１株当たり純資産額 13,322円56銭

１株当たり当期純利益 1,268円61銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していません。 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日）

中間（当期）純利益（百万円） 10,324 13,779 41,591 

普通株主に帰属しない金額の内訳 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
10,324 13,779 41,591 

期中平均株式数（千株） 27,321 39,990 32,784 



（子会社の企業結合） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  当社の子会社であった出光ガスアンドライフ

㈱は、平成18年４月１日付で三菱商事㈱ＬＰガ

ス部門及び三菱液化ガス㈱と次のとおり事業統

合を行い、出光ガスアンドライフ㈱は消滅し、

合併会社のアストモスエネルギー㈱に事業を 

引継ぎました。 

  

１．企業再編の概要 

 (1)事業統合を行った事業の内容及び主な理由 

     当社及び三菱商事㈱は、両グループのＬ 

    Ｐガス事業を輸入・トレーディング、国内 

    物流、販売の全ての面で統合しました。こ 

    れにより事業規模を拡大し、シナジー効果 

    を発揮して事業価値の最大化を図ります。 

 (2)企業結合の概要   

  ①三菱商事㈱のＬＰガス事業部門を会社分割 

    し、三菱液化ガス㈱に承継させました。 

 ②三菱液化ガス㈱を存続会社、出光ガスアン 

    ドライフ㈱を消滅会社として、両社が合併 

    しました。 

 (3)統合日（会社分割日及び合併日） 

  平成18年４月１日 

 (4)合併会社の名称 

   アストモスエネルギー株式会社（当社の出 

    資比率は51%） 

 

２．実施した会計処理の概要 

 (1)個別財務諸表上の会計処理 

    アストモスエネルギー㈱株式の取得原価 

    は、移転直前の出光ガスアンドライフ㈱株 

    式の帳簿価額に基づいて算定しており、個 

    別財務財務諸表への交換損益計上はありま 

    せん。 

 (2)連結財務諸表上の会計処理 

   連結財務諸表上、これまで連結していた 

  出光ガスアンドライフ㈱については、共同 

  支配企業（アストモスエネルギー㈱）の形 

  成時点の持分法による投資評価額にて共同 

  支配企業へ振替処理し、持分法に準じた処 

  理方法を適用します。 

 (3)共同支配企業の形成と判定した理由 

   「企業結合会計基準及び事業分離等会計 

    基準に関する適用指針」第175項に示され 

    ている以下の４つの判定要件を満たすため 

    、共同支配企業の形成と判定しています。 

  ①共同支配投資企業となる投資企業は、複 

    数の独立した企業（当社及び三菱商事㈱） 

  から構成されていること。 

 ②共同支配投資企業となる投資企業（当社 

    及び三菱商事㈱）が共同支配となる契約 

    等を締結していること。 

  ③企業結合に際して支払われた対価のすべ 

    てが、議決権のある株式であること。 

  ④①から③以外に支配関係を示す一定の事 

    実が存在しないこと。 

───────────   当社の子会社であった出光ガスアンドライフ

㈱は、平成18年４月１日付で三菱商事㈱ＬＰガ

ス部門及び三菱液化ガス㈱と次のとおり事業統

合を行い、出光ガスアンドライフ㈱は消滅し、

合併会社のアストモスエネルギー㈱に事業を引

継ぎました。 

 

１．企業再編の概要 

 (1)事業統合を行った事業の内容及び主な理由

     当社及び三菱商事㈱は、両グループのＬ

    Ｐガス事業を輸入・トレーディング、国内

    物流、販売の全ての面で統合しました。こ

    れにより事業規模を拡大し、シナジー効果

    を発揮して事業価値の最大化を図ります。

 (2)企業結合の概要   

  ①三菱商事㈱のＬＰガス事業部門を会社分割

    し、三菱液化ガス㈱に承継させました。 

 ②三菱液化ガス㈱を存続会社、出光ガスアン

    ドライフ㈱を消滅会社として、両社が合併

    しました。 

 (3)統合日（会社分割日及び合併日） 

    平成18年４月１日 

 (4)合併会社の名称 

    アストモスエネルギー株式会社（当社の出

    資比率は51%） 

 

２．実施した会計処理の概要 

 (1)個別財務諸表上の会計処理 

    アストモスエネルギー㈱株式の取得原価

    は、移転直前の出光ガスアンドライフ㈱株

    式の帳簿価額に基づいて算定しており、個

    別財務財務諸表への交換損益計上はありま

    せん。 

 (2)連結財務諸表上の会計処理 

    連結財務諸表上、これまで連結していた

    出光ガスアンドライフ㈱については、共同

    支配企業（アストモスエネルギー㈱）の形

    成時点の持分法による投資評価額にて共同

    支配企業へ振替処理し、持分法に準じた処

    理方法を適用します。 

 (3)共同支配企業の形成と判定した理由 

   「企業結合会計基準及び事業分離等会計 

    基準に関する適用指針」第175項に示され 

    ている以下の４つの判定要件を満たすため

  、共同支配企業の形成と判定しています。

  ①共同支配投資企業となる投資企業は、複数

  の独立した企業（当社及び三菱商事㈱）か

  ら構成されていること。 

  ②共同支配投資企業となる投資企業（当社及

  び三菱商事㈱）が共同支配となる契約等を

  締結していること。 

  ③企業結合に際して支払われた対価のすべて

  が、議決権のある株式であること。 

  ④①から③以外に支配関係を示す一定の事実

  が存在しないこと。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．出光ガスアンドライフ㈱が属していた事業 

  区分の名称 

   出光ガスアンドライフ㈱は従来石油製品 

    セグメントに属していました。  

  

４．当中間連結会計期間の中間連結損益計算 

    書に計上されているアストモスエネルギ 

    ー㈱に係る損益の概算額 

     当中間連結損益計算書に計上した持分法 

    による投資利益  485百万円   

─────────── ３．出光ガスアンドライフ㈱が属していた事業

    区分の名称 

   出光ガスアンドライフ㈱は従来石油製品

    セグメントに属していました。 

  

４．当連結会計年度の連結損益計算書に計上さ

    れているアストモスエネルギー㈱に係る損

    益の概算額 

     当連結損益計算書に計上した持分法によ

    る投資利益  1,280百万円   



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１. 新株式の発行（一般募集増資）   

     当社は、平成18年９月19日及び10月１日 

  開催の取締役会において、当社株式の株式 

  会社東京証券取引所への上場に伴う募集株 

  式発行及び株式売出しを決議し、平成18年 

  10月23日に下記のとおり払込みが完了しま 

  した。 

     この結果、平成18年10月23日付で資本金 

  は103,383,122,000円、発行済株式総数は 

  38,842,500株となりました。    

 (1)募集方法 

     一般募集（ブックビルディング方式） 

 (2)発行する株式の種類及び数 

     普通株式          11,521,000株  

  (3)発行価格 

     １株につき            9,500円 

    一般募集はこの価格にて行いました。 

  (4)引受価額      

                             9,025円 

      この価額は当社が引受人より１株当た 

     りの新株式払込金として受け取った金額 

     です。 

     なお、発行価格と引受価額との差額の 

     総額は、引受人の手取金となります。 

  (5)発行価額 

     １株につき         7,650円 

   (資本組入額         4,513円） 

  (6)発行価額の総額    88,135,650,000円    

  (7)払込金額の総額  103,977,025,000円 

  (8)資本組入額の総額  51,994,273,000円    

  (9)払込期日          平成18年10月23日  

  (10)資金使途 

        将来の事業拡大のための戦略投資及び 

      既存設備の維持更新投資等 

 

２．新株式の発行（オーバーアロットメントに 

    よる当社株式売出しに関連する第三者割当 

    増資） 

    当社は、平成18年９月19日及び10月１日 

    開催の取締役会において、オーバーアロッ 

    トメントによる当社普通株式の売出し(大 

    和証券エスエムビーシー株式会社が当社株 

    主から借受ける当社普通株式1,157,500株 

    の売出し）に関連する第三者割当増資を実 

    施することを決議し、平成18年11月21日に 

  下記のとおり払込みが完了しました。 

      この結果、平成18年11月21日付で資本金 

  は108,606,919,500円、発行済株式総数は 

    40,000,000株となりました。 

  (1)募集方法 

    大和証券エスエムビーシー株式会社を 

     割当先とする第三者割当増資 

  (2)発行する株式の種類及び数 

       普通株式         1,157,500株  

  (3)発行価格 

     １株につき            9,025円 

  (4)発行価額 

    １株につき         7,650円 

   (資本組入額         4,513円） 

───────────  ─────────── 

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5)発行価額の総額     8,854,875,000円    

  (6)払込金額の総額    10,446,437,500円 

  (7)資本組入額の総額   5,223,797,500円   

  (8)払込期日         平成18年11月21日   

  (9)資金使途 

       将来の事業拡大のための戦略投資及び 

   既存設備の維持更新投資等  

   



(2)【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     71,499 52,449   58,921 

２ 受取手形 ※５   1,348 1,178   870 

３ 売掛金     331,361 383,988   375,559 

４  たな卸資産     365,238 373,095   309,001 

５  未収入金     99,065 95,286   80,588 

６ その他     82,369 98,769   70,700 

貸倒引当金     △1,971 △1,522   △1,660 

流動資産合計     948,911 44.0 1,003,245 45.3   893,980 42.4

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物 ※２   64,561 61,470   63,627 

(2) 構築物 ※２   61,895 63,954   63,715 

(3) 機械装置 ※２   153,392 154,094   155,015 

(4) 土地 ※２   627,585 623,244   625,102 

(5) その他 ※２   28,183 30,097   28,487 

有形固定資産合計     935,618 43.4 932,861 42.1   935,948 44.3

２ 無形固定資産     11,027 0.5 10,782 0.5   11,047 0.5

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２   73,038 72,008   78,932 

(2) 関係会社株式     123,714 125,265   124,573 

(3) その他     66,758 72,630   67,351 

貸倒引当金     △1,455 △1,281   △1,358 

投資その他の資産合
計 

    262,056 12.1 268,622 12.1   269,499 12.8

固定資産合計     1,208,702 56.0 1,212,267 54.7   1,216,494 57.6

資産合計     2,157,614 100.0 2,215,512 100.0   2,110,475 100.0

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     287,407 302,479   264,946 

２ 短期借入金     264,020 236,301   200,288 

３ コマーシャル・ペー
パー 

    － 29,988   － 

４ 1年以内償還予定の
社債 

    － 22,500   12,500 

５ 1年以内返済予定の
長期借入金 

※２   151,693 114,277   110,872 

６ 未払金     320,340 333,319   294,332 

７ 賞与引当金     5,517 7,195   6,465 

８ その他     75,299 81,764   76,678 

流動負債合計     1,104,276 51.2 1,127,825 50.9   966,082 45.8

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     85,500 63,000   73,000 

２ 長期借入金 ※２   452,035 373,253   412,778 

３ 再評価に係る繰延税
金負債 

    103,169 117,608   103,563 

４ 退職給付引当金     61,974 52,545   57,652 

５ 修繕引当金     23,590 31,939   26,135 

６ 役員退職慰労引当金     1,261 －   － 

７ その他     11,028 16,624   18,839 

固定負債合計     738,557 34.2 654,971 29.6   691,969 32.8

負債合計     1,842,834 85.4 1,782,796 80.5   1,658,052 78.6

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     51,388 2.4 108,606 4.9   108,606 5.2

２ 資本剰余金           

(1)資本準備金   40   57,245 57,245   

(2)その他資本剰余金   10,363   10,364 10,363   

資本剰余金合計     10,403 0.5 67,609 3.0   67,609 3.2

３ 利益剰余金           

(1)利益準備金   1,081   1,081 1,081   

(2)その他利益剰余金           

 特別償却準備金   1,027   760 853   

 海外投資等損失準備 
 金 

  642   622 634   

 固定資産圧縮積立金   31,140   29,767 30,748   

 繰越利益剰余金   57,796   82,728 79,254   

利益剰余金合計     91,689 4.2 114,959 5.2   112,570 5.3

４ 自己株式     － － △126 △0.0   △101 △0.0

株主資本合計     153,481 7.1 291,049 13.1   288,685 13.7

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評価
差額金 

    13,335 0.6 7,514 0.4   14,324 0.7

２ 繰延ヘッジ損益     1,234 0.1 2,956 0.1   2,679 0.1

３ 土地再評価差額金     146,728 6.8 131,196 5.9   146,734 6.9

評価・換算差額等合計     161,298 7.5 141,667 6.4   163,738 7.7

純資産合計     314,779 14.6 432,716 19.5   452,423 21.4

負債純資産合計     2,157,614 100.0 2,215,512 100.0   2,110,475 100.0



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,522,834 100.0 1,560,290 100.0   3,107,842 100.0

Ⅱ 売上原価     1,411,916 92.7 1,449,067 92.9   2,845,199 91.5

売上総利益     110,918 7.3 111,223 7.1   262,643 8.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     95,655 6.3 99,088 6.3   204,315 6.6

営業利益     15,262 1.0 12,135 0.8   58,327 1.9

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息   486 666 1,144  

２ 有価証券利息   0 0 0  

３ 受取配当金   3,080 8,192 5,107  

４ 為替差益   3,832 3,321 8,703  

５ 補助金収入   64 128 1,451  

６ 匿名組合出資利益   60 1,420 125  

７ その他   742 8,267 0.6 1,311 15,039 1.0 1,315 17,846 0.6

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息   8,243 7,489 16,143  

２ 社債利息   169 367 464  

３ その他   2,146 10,560 0.7 1,194 9,052 0.6 5,584 22,193 0.8

経常利益     12,969 0.9 18,123 1.2   53,981 1.7

Ⅵ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ※１ 288 1,266 877  

２ 関係会社株式売却益   117 － －  

３ その他   － 405 0.0 227 1,493 0.1 1,928 2,805 0.1

Ⅶ 特別損失        

１ 減損損失 ※４ 4,628 1,085 8,012  

２ 固定資産売却損 ※２ 320 74 345  

３ 関係会社株式売却損   41 － －  

４ 固定資産除却損 ※３ 2,495 3,937 5,193  

５ その他   560 8,046 0.6 11 5,108 0.4 2,285 15,837 0.5

税引前中間（当期） 
純利益 

    5,329 0.3 14,507 0.9   40,949 1.3

法人税、住民税及び 
事業税 

  285 7,042 15,008  

法人税等調整額   3,352 3,637 0.2 △36 7,006 0.4 3,130 18,138 0.6

中間（当期）純利益     1,692 0.1 7,501 0.5   22,811 0.7

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 （注）平成18年６月27日の定時株主総会における利益処分項目です。 

  株主資本    

  

資本金 

 資本剰余金   利益剰余金 
  

株主資本

合計 

  

  
資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 

  

特別償却

準備金 

海外投資

等損失 

準備金 

固定資産

圧縮 

積立金 

優先配当

準備金 

繰越利益

剰余金 

平成18年3月31日 残高 

（百万円） 
51,388 40 10,363 10,403 930 1,551 553 32,663 756 53,972 90,428 152,220 

中間会計期間中の変動額                          

剰余金の配当（注）         150         △1,652 △1,502 △1,502 

中間純利益                   1,692 1,692 1,692 

その他利益剰余金の積立

（注） 
              3,124   △3,124 － － 

その他利益剰余金の積立             106 97   △203 － － 

その他利益剰余金の取崩

（注）           
△349 △11 △3,799 △756 4,916 － － 

その他利益剰余金の取崩           △174 △5 △944   1,124 － － 

土地再評価差額金の取崩                    1,070 1,070 1,070 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額 

(純額）                    －   － 

中間会計期間中の変動額

合計（百万円）  
－ － － － 150 △523 89 △1,522 △756 3,824 1,261 1,261 

平成18年9月30日 残高 

（百万円） 
51,388 40 10,363 10,403 1,081 1,027 642 31,140 － 57,796 91,689 153,481 

  評価・換算差額等 

 純資産合計

  

その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年3月31日 残高 

(百万円） 
15,558 － 147,799 163,357 315,578 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）         △1,502 

中間純利益         1,692 

その他利益剰余金の積立

（注） 
        － 

その他利益剰余金の積立         － 

その他利益剰余金の取崩

（注） 
        － 

その他利益剰余金の取崩         － 

土地再評価差額金の取崩     △1,070 △1,070 － 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額 

(純額） 

△2,222 1,234   △988 △988 

中間会計期間中の変動額 

合計（百万円） 
△2,222 1,234 △1,070 △2,059 △798 

平成18年9月30日 残高 

（百万円） 
13,335 1,234 146,728 161,298 314,779 



 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

  株主資本  

  

資本金 

 資本剰余金   利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 

  
資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金 

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 

  

特別償却

準備金 

海外投資

等損失 

準備金 

固定資産

圧縮 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成19年3月31日 残高 

（百万円） 
108,606 57,245 10,363 67,609 1,081 853 634 30,748 79,254 112,570 △101 288,685 

中間会計期間中の変動額                          

剰余金の配当                 △5,998 △5,998   △5,998 

中間純利益                 7,501 7,501   7,501 

自己株式の取得                   － △28 △28 

自己株式の処分     0 0           － 3 3 

その他利益剰余金の積立           81   257 △339 －   － 

その他利益剰余金の取崩           △174 △12 △1,238 1,425 －   － 

土地再評価差額金の取崩                  885 885   885 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額 

(純額）                    －   － 

中間会計期間中の変動額

合計（百万円）  
－ － 0 0 － △92 △12 △980 3,474 2,388 △24 2,363 

平成19年9月30日 残高 

（百万円） 
108,606 57,245 10,364 67,609 1,081 760 622 29,767 82,728 114,959 △126 291,049 

  評価・換算差額等 

 純資産合計

  

その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成19年3月31日 残高 

(百万円） 
14,324 2,679 146,734 163,738 452,423 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当         △5,998 

中間純利益         7,501 

自己株式の取得         △28 

自己株式の処分         3 

その他利益剰余金の積立         － 

その他利益剰余金の取崩         － 

土地再評価差額金の取崩     △885 △885 － 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額 

(純額） 

△6,809 276 △14,652 △21,185 △21,185 

中間会計期間中の変動額 

合計（百万円） 
△6,809 276 △15,537 △22,070 △19,707 

平成19年9月30日 残高 

（百万円） 
7,514 2,956 131,196 141,667 432,716 



 前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月27日の定時株主総会における利益処分項目です。 

  株主資本  

  

資本金 

 資本剰余金   利益剰余金 

自己 

株式 

株主資本

合計 

  
資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金 

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 

  

特別 

償却 

準備金

海外投資

等損失 

準備金 

固定資産

圧縮 

積立金 

優先 

配当 

準備金

繰越利益

剰余金 

平成18年3月31日 残高 

（百万円） 
51,388 40 10,363 10,403 930 1,551 553 32,663 756 53,972 90,428 － 152,220 

事業年度中の変動額                            

新株の発行 57,218 57,205   57,205                 114,423 

剰余金の配当（注）         150         △1,652 △1,502   △1,502 

当期純利益                   22,811 22,811   22,811 

自己株式の取得                       △108 △108 

自己株式の処分     0 0               6 6 

その他利益剰余金の積立

（注） 
              3,124   △3,124 －   － 

その他利益剰余金の積立             106 2,440   △2,546 －   － 

その他利益剰余金の取崩

（注）           
△349 △11 △3,799 △756 4,916 －   － 

その他利益剰余金の取崩           △349 △13 △3,680   4,043 －   － 

土地再評価差額金の取崩                   833 833   833 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額 

（純額）                           

事業年度中の変動額合計

（百万円）  
57,218 57,205 0 57,205 150 △698 80 △1,915 △756 25,281 22,142 △101 136,464 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
108,606 57,245 10,363 67,609 1,081 853 634 30,748 － 79,254 112,570 △101 288,685 

  評価・換算差額等 

 純資産合計

  

その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ 

損益 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年3月31日 残高 

（百万円） 
15,558 － 147,799 163,357 315,578 

事業年度中の変動額           

新株の発行         114,423 

剰余金の配当（注）         △1,502 

当期純利益         22,811 

自己株式の取得         △108 

自己株式の処分         6 

その他利益剰余金の積立 

（注） 
        － 

その他利益剰余金の積立         － 

その他利益剰余金の取崩

（注） 
        － 

その他利益剰余金の取崩         － 

土地再評価差額金の取崩     △833 △833 － 

株主資本以外の項目の事 

業年度中の変動額 

（純額） 

△1,234 2,679 △231 1,214 1,214 

事業年度中の変動額合計

（百万円） 
△1,234 2,679 △1,064 380 136,845 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
14,324 2,679 146,734 163,738 452,423 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採

用しています。  

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を

採用しています。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 時価法を採用しています。 

時価は、中間期末前１ヵ月の

市場終値の平均価額をもって

算定し、評価差額は全部純資

産直入法により処理していま

す。なお、時価と比較する取

得原価は移動平均法により算

定しています。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しています。 

匿名組合出資金 

   組合の財産の持分相当額を

計上しています。 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

  

匿名組合出資金 

同左 

  

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 時価法を採用しています。 

時価は、期末前１ヵ月の市場

終値の平均価額をもって算定

し、評価差額は全部純資産直

入法により処理しています。

なお、時価と比較する取得原

価は移動平均法により算定し

ています。 

時価のないもの 

同左 

  

匿名組合出資金 

同左 

  

  (2）たな卸資産 

製品・商品（未着商品を除

く）、半製品 

 後入先出法による原価法を

採用しています。 

原油（未着原油を除く） 

 後入先出法による低価法を

採用しています。 

未着商品及び未着原油 

 個別法による原価法を採用

しています。 

原材料 

 総平均法による原価法を採

用しています。 

貯蔵品 

 移動平均法による原価法を

採用しています。 

(2）たな卸資産 

製品・商品（未着商品を除

く）、半製品 

同左 

  

原油（未着原油を除く） 

同左 

  

未着商品及び未着原油 

同左 

  

原材料 

同左 

  

貯蔵品 

同左 

  

(2）たな卸資産 

製品・商品（未着商品を除

く）、半製品 

同左 

  

原油（未着原油を除く） 

同左 

  

未着商品及び未着原油 

同左 

  

原材料 

同左 

  

貯蔵品 

同左 

  

  (3）デリバティブ 

 時価法を採用しています。 

(3）デリバティブ 

同左 

(3）デリバティブ 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しています。

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額

法を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

 

  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

 

  

  建物及び構築物  ５～50年

油槽 10～25年

機械装置及び車

両運搬具  
７～13年

工具器具備品 ２～10年

   

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、法人

税法の改正（所得税法等の一

部を改正する法律（平成19年

３月30日 法律第６号）及び

法人税法施行令の一部を改正

する政令（平成19年３月30日

政令第83号））に伴い、平成

19年４月１日以降に取得した

有形固定資産については、改

正後の法人税法に規定する減

価償却方法に変更していま

す。 

 この結果、従来の方法によ

った場合と比べて、営業利

益、経常利益及び税引前中間

純利益はそれぞれ294百万円

減少しました。 

 （会計方針の変更） 

 ────────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    （追加情報） 

 当中間会計期間より、法人

税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形

固定資産については、改正前

の法人税法に規定する減価償

却方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しています。 

 この結果、従来の方法によ

った場合と比べて、営業利

益、経常利益及び税引前中間

純利益はそれぞれ4,404百万

円減少しました。 

 （追加情報） 

  ────────  

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 ただし、自社利用ソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用していま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては過去の貸倒実績率を考慮

して、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込

額を計上しています。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えて

将来の支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を計上し

ています。 

(2）賞与引当金 

同左 

  

   

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えて

将来の支給見込額のうち当期

の負担額を計上しています。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職金支出に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

います。 

 なお、退職給付信託設定後

の会計基準変更時差異は、７

年による均等額を費用処理

し、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り、発生の翌事業年度より費

用処理しています。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職金支出に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

います。 

 なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より、発生の翌事業年度より

費用処理しています。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職金支出に備え

るため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると

認められる額を計上していま

す。 

 なお、退職給付信託設定後

の会計基準変更時差異は、７

年による均等額を費用処理

し、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り、発生の翌事業年度より費

用処理しています。 

 過去勤務債務は発生した事

業年度に一括費用処理してい

ます。 

  (4）修繕引当金 

 将来の修繕費用の支出に備

えるため、定期修繕を必要と

する油槽及び機械装置につい

て将来発生すると見積もられ

る点検修理費用のうち、当中

間会計期間の負担額を計上し

ています。 

(4）修繕引当金 

同左 

  

  

  

  

  

(4）修繕引当金 

 将来の修繕費用の支出に備

えるため、定期修繕を必要と

する油槽及び機械装置につい

て将来発生すると見積もられ

る点検修理費用のうち、当事

業年度の負担額を計上してい

ます。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5）役員退職慰労引当金 

  将来の役員退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づ

く中間会計期間末要支給額を

計上しています。 

 なお、当社は、平成18年6

月27日開催の定時株主総会を

もって役員退職慰労金制度を

廃止しました。これにより、

同日以降、新たな役員退職慰

労引当金の繰入を行っていま

せん。 

 中間会計期間末における役

員退職慰労引当金の残高は当

制度の廃止以前から在職して

いる役員に対する予定支給額

です。 

(5）役員退職慰労引当金 

 ────────  

(5）役員退職慰労引当金 

 将来の役員退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上してい

ます。 

 なお、当社は、平成18年6月

27日開催の定時株主総会をも

って役員退職慰労金制度を廃

止しました。これにより、同

日以降、新たな役員退職慰労

引当金の繰入を行っていませ

ん。 

（表示方法の変更） 

 「租税特別措置法上の準備

金及び特別法上の引当金又は

準備金並びに役員退職慰労引

当金等に関する監査上の取扱

い」（監査・保証実務委員会

報告42号 平成19年４月13

日）の改正で役員退職慰労金

制度廃止の場合の会計処理が

新設されたことに伴い、当事

業年度より同取扱いを適用し

ています。 

 当制度の廃止以前から在職

している役員に対する予定支

給額1,271百万円については

「長期未払金」として固定負

債の「その他」に含めて計上

しています。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

同左 

   

同左 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用していま

す。  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

 為替予約、 

 通貨オプション 

 取引 

外貨建債権債務 

    
 原油、石油製品 

 スワップ取引 

 先物取引  

原油及び石油 

製品 

    
 金利スワップ、 

 オプション取引 
借入金 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

 為替予約、 

 通貨オプション 

 取引 

外貨建債権債務 

 外貨建借入金 
外貨建投資有価

証券 

 原油、石油製品 

 スワップ取引 

 先物取引  

原油及び石油 

製品 

 金利スワップ、 

 オプション取引 
借入金 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  (3）ヘッジ方針  

 当社は社内規程に基づきヘ

ッジ対象に係る価格変動リス

ク及び金利変動リスクをヘッ

ジすることを目的として実需

の範囲でのみ実施していま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性評価は、ヘッ

ジ手段とヘッジ対象の対応関係

を確認することにより行ってい

ます。なお、ヘッジ対象となる

資産・負債又は予定取引に関す

る重要な条件が同一であり、ヘ

ッジ開始時及びその後も継続し

て相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を相殺するものである

ことが事前に想定される取引に

ついては、有効性の判定を省略

しています。 

(3）ヘッジ方針  

同左 

   

  

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

   

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

(3）ヘッジ方針  

同左 

 

  

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってい

ます。  

(2）税額計算における諸準備金等 

  の取扱い 

 中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

期において予定している固定

資産圧縮積立金等の積立て及

び取崩しを前提として、当中

間会計期間に係る金額を計算

しています。 

(1）消費税等の処理の方法 

同左 

  

  

(2）税額計算における諸準備金等 

  の取扱い 

 ──────── 

  

(1）消費税等の処理の方法 

同左 

  

  

(2）税額計算における諸準備金等 

  の取扱い 

 ──────── 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しています。 

 従来の資本の部に相当する金額は

313,545百万円です。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

に伴い、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しています。 

 ──────────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しています。 

 従来の資本の部に相当する金額は

449,743百万円です。 

 なお、財務諸表等規則の改正に伴

い、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成していま

す。 

（企業結合に係る会計基準）  

 当中間会計期間より、「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会 

平成15年10月31日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第10号 平成17年12月27日）

を適用しています。 

 ──────────── （企業結合に係る会計基準）  

 当事業年度より、「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号 平成17年12月27日）を

適用しています。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額は、   

 1,544,863百万円です。 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額は、   

1,568,713百万円です。 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額は、  

1,556,603百万円です。 

  

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

(1) 工場財団抵当      （百万円） 

(2) その他担保       （百万円）  

建物 42,205

構築物 39,206

油槽 13,111

機械装置 138,408

車両運搬具 95

工具器具備品  293

土地 584,348

小計 817,666

投資有価証券 351

建物 321

土地 3,324

小計 3,997

合計 821,663

(1) 工場財団抵当      （百万円） 

(2) その他担保       （百万円）  

建物 40,471

構築物 40,708

油槽 14,260

機械装置 137,855

車両運搬具 136

工具器具備品  840

土地 581,380

小計 815,650

投資有価証券 297

小計 297

合計 815,947

(1) 工場財団抵当      （百万円） 

(2) その他担保       （百万円）

建物 42,262

構築物 40,091

油槽 13,663

機械装置 138,608

車両運搬具 164

工具器具備品 481

土地 582,522

小計 817,791

投資有価証券 255

小計 255

合計 818,046

担保付債務は次のとおりです。（百万円） 

長期借入金 

(含む１年以内返済) 

493,828

担保付債務は次のとおりです。（百万円） 

長期借入金 

(含む１年以内返済) 

373,898

担保付債務は次のとおりです。（百万円） 

長期借入金 

（含む１年以内返済） 

408,206

 



次へ 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

３ 偶発債務 

 次の関係会社等について、金融機関

等からの借入等に対し債務保証又は経

営指導念書の差入れを行っています。 

３ 偶発債務 

 次の関係会社等の金融機関等からの

借入等に対し、債務保証又は経営指導

念書の差入れを行っています。 

３ 偶発債務 

 次の関係会社等の金融機関等からの

借入等に対し、債務保証又は経営指導

念書の差入れを行っています。 

(1) 債務保証 

保証先 （百万円）

従業員 4,388 

Idemitsu Uranium  

Exploration Canada Ltd. 

3,264 

   (27,000千US$,

      500千CA$) 

Idemitsu Chemicals(M) 

Sdn. Bhd. 
3,215 

 (27,046千US$）

徳山ポリプロ㈱ 2,435 

Idemitsu Queensland   

Pty.Ltd. 
1,922 

(21,347千AU$)

天津出光潤滑油有限公司 1,014 

 (6,000千US$、20,000千人民元)

九州液化瓦斯福島基地㈱ 975 

PT.Idemitsu Lube 

Techno（Indonesia） 
728 

 (6,125千US$)

Idemitsu Boggabri  

Coal Pty.Ltd. 
564 

   (6,267千AU$)

出光大分地熱㈱ 238 

その他 (４社) 143 

 (632千US$を含む)

合計  18,889 

(1) 債務保証 

保証先         (百万円)

Idemitsu Canada  

Resources Ltd. 

6,607

  (56,244千US$、 

       500千CA$) 

Idemitsu International 

(Asia)Pte.Ltd. 

5,152

 (44,252千US$)

Idemitsu Australia  

Resources Pty.,Ltd. 

3,717

(35,537千AU$、

1,000千MYR) 

従業員       3,619

Idemitsu Chemicals(M) 

Sdn. Bhd. 
2,099

 (18,028千US$）

徳山ポリプロ㈱ 2,010

天津出光潤滑油有限公司 1,070

 (6,000千US$、24,000千人民元)

九州液化瓦斯福島基地㈱ 875

PT.Idemitsu Lube 

Techno（Indonesia） 
795

 (6,828千US$)

その他 (５社) 243

(1,164千US$、3,500千人民元を含む)

合計  26,189

(1) 債務保証 

保証先         (百万円)

Idemitsu Canada  

Resources Ltd. 

6,659 

( 55,500千US$、

500千CA$)

従業員 3,980 

Idemitsu Australia 

Resources Pty Ltd 

2,688 

(  27,615千A$)

Idemitsu Chemicals 

(M）Sdn. Bhd. 

2,683 

( 22,537千US$)

徳山ポリプロ㈱ 2,222 

Idemitsu International 

(Asia)Pte.Ltd. 

1,473 

( 12,376千US$)

天津出光潤滑油有限公司 1,024 

( 4,600千US$、31,000千人民元)

九州液化瓦斯福島基地㈱ 925 

PT.Idemitsu Lube  

Techno (Indonesia) 

747 

(6,277千US$)

その他（ ５社） 244 

(1,037千US$、4,348千INRを含む)

合計 22,648 

(2) 経営指導念書 

保証先 （百万円）

千葉フェノール㈱ 2,282

ひびき灘開発㈱  1,150

 合計  3,432

(2) 経営指導念書 

保証先 （百万円）

千葉フェノール㈱ 1,397

ひびき灘開発㈱  1,006

 合計  2,403

(2) 経営指導念書 

保証先 （百万円）

千葉フェノール㈱ 1,839 

ひびき灘開発㈱ 1,063 

合計 2,903 

４ 特定融資枠契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、主要取引銀行７行で作られ

るシンジケート団と特定融資枠契約を

締結しています。当該契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりです。  

   （百万円）

特定融資枠の総額  130,000

借入実行残高 － 

差引 130,000

４ 特定融資枠契約 

 当社は、運転資金の安定的かつ効率

的な調達を行うため、主要取引銀行７

行で作られるシンジケート団と特定融

資枠契約を締結しています。当該契約

に基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりです。  

   （百万円）

特定融資枠の総額  130,000

借入実行残高 － 

差引 130,000

４ 特定融資枠契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、主要取引銀行７行で作られ

るシンジケート団と特定融資枠契約を

締結しています。当該契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりです。 

   （百万円）

特定融資枠の総額 130,000

借入実行残高 －

差引 130,000

※５ 期末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決

済処理をしています。なお、当中間会

計期間末日が金融機関の休日であった

ため、次の中間会計期間末日満期手形

が中間会計期間末残高に含まれていま

す。 

   受取手形   314百万円 

※５ 期末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決

済処理をしています。なお、当中間会

計期間末日が金融機関の休日であった

ため、次の中間会計期間末日満期手形

が中間会計期間末残高に含まれていま

す。 

   受取手形   247百万円 

※５ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をし

ています。なお、当事業年度末日が金

融機関の休日であったため、次の期末

日満期手形が事業年度末残高に含まれ

ています。 

  

   受取手形   161百万円 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月 1日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月 1日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月 1日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

※１ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

  

（百万円）

土地(油槽所跡地、 

ＳＳ跡地等) 

267

建物等 21

計 288   

（百万円）

土地(ＳＳ用地等) 1,177

建物等 88

計 1,266

  

（百万円）

土地（ＳＳ跡地等） 666

建物等 210

計 877

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

す。 

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

す。 

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりで

す。 

  

（百万円）

土地 (ＳＳ用地、厚生施設

用地等) 

282

建物等 37

計 320   

（百万円）

土地 (ＳＳ用地等) 64

建物等 10

計 74

  

（百万円）

土地 282

建物等 63

計 345

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

す。 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

す。 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

す。         

  

（百万円）

建物 285

構築物 181

機械装置  450

撤去工事代等  1,577

計 2,495

  

（百万円）

建物 1,368

構築物 217

機械装置  555

撤去工事代等  1,794

計 3,937

  

（百万円）

建物 707

構築物 397

機械装置 931

撤去工事代等 3,157

計 5,193

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月 1日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月 1日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月 1日 
至 平成19年３月31日） 

※４ 減損損失 ※４ 減損損失 ※４ 減損損失 

(1)減損損失を認識した資産又は資産グルー

プと減損損失の金額及び主な資産の種類

ごとの当該金額の内訳 

用途 

  
場所 

  
減損損失額 

(百万円) 

（遊休資産）  

 製油所 
兵庫製油所跡地 

(兵庫県姫路市) 
土地   1,579 

     計    1,579 

 ＳＳ 

  徳山ＳＳ 

（山口県周南市） 

  他 62件 

土地    669 

建物他    57 

     計      727 

  

 油槽所他 

 

青森油槽所跡地他 

(青森県青森市) 

土地    2,088 

建物他    233 

     計   2,321 

(1)減損損失を認識した資産又は資産グループ

と減損損失の金額及び主な資産の種類ごと

の当該金額の内訳 

用途 

  
場所 

  
減損損失額 

(百万円) 

（遊休資産）  

 製油所 
兵庫製油所跡地 

(兵庫県姫路市) 
土地   502 

     計    502 

 ＳＳ 

  桟橋通ＳＳ 

（高知県高知市） 

  他 14件 

土地     107 

建物他   137  

     計      244 

  

 油槽所他 

 

松山油槽所跡地他

(愛媛県伊予郡) 

 土地    338 

    計       338 

(1)減損損失を認識した資産又は資産グループ

と減損損失の金額及び主な資産の種類ごと

の当該金額の内訳 

用途 

  
場所 

  
減損損失額 

（百万円） 

（遊休資産）  

 製油所 
兵庫製油所跡地 

(兵庫県姫路市) 
土地  2,369 

     計   2,369 

 ＳＳ 

  徳山ＳＳ 

（山口県周南市） 

  他105件 

土地   1,544 

建物他 1,030 

     計    2,575 

  

 油槽所他 

 

松山油槽所跡地他 

（愛媛県伊予郡） 

土地    2,474 

建物他    592 

     計   3,067 

(2)減損損失の認識に至った経緯について 

 当社は、これまで収益力強化と資産効率

向上のために、供給面においては製油所の

閉鎖、他社との物流協力による油槽所の廃

止を行い、販売面では不採算ＳＳの廃止を

進めてまいりました。 

 これにより生じた遊休資産については、

今後の使用見込みがなく、土地の市場価格

が著しく下落したため、帳簿価額を正味売

却価額まで減額しました。 

 以上の認識に基づく帳簿価額の減少額  

 4,628百万円を減損損失として特別損失に

計上しました。 

(2)減損損失の認識に至った経緯について 

 当社は、これまで収益力強化と資産効率

向上のために、供給面においては製油所の

閉鎖、他社との物流協力による油槽所の廃

止を行い、販売面では不採算ＳＳの廃止を

進めてまいりました。 

 これにより生じた遊休資産については、

今後の使用見込みがなく、土地の市場価格

が著しく下落したため、帳簿価額を正味売

却価額まで減額しました。 

 以上の認識に基づく帳簿価額の減少額

1,085百万円を減損損失として特別損失に

計上しました。 

(2)減損損失の認識に至った経緯について 

 当社は、これまで収益力強化と資産効率

向上のために、供給面においては製油所の

閉鎖、他社との物流協力による油槽所の廃

止を行い、販売面では不採算ＳＳの廃止を

進めてまいりました。 

 これにより生じた遊休資産については、

今後の使用見込みがなく、土地の市場価格

が著しく下落したため、帳簿価額を正味売

却価額まで減額しました。 

 以上の認識に基づく帳簿価額の減少額

8,012百万円を減損損失として特別損失に

計上しました。  

(3)資産をグルーピングした方法 

 遊休資産については、個別に取り扱い

ました。 

 資産のグルーピングは、事業の種類別

セグメントを基本にして行い、賃貸ビル

他については、継続的な収支の把握単位

である一棟もしくは一施設単位にてグル

ーピングしました。  

(3)資産をグルーピングした方法 

       同左  

(3)資産をグルーピングした方法 

      同左 

 



次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月 1日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月 1日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月 1日 
至 平成19年３月31日） 

(4)回収可能価額の算定方法  

 遊休資産の回収可能価額は、土地の正

味売却価額により測定しており、重要性

の高い資産(製油所等)については、不動

産鑑定評価基準に基づいた評価額を基準

としました。その他の遊休土地について

は、路線価及び固定資産税評価額を基準

とした評価額により測定しました。  

  

(4)回収可能価額の算定方法  

      同左  

(4)回収可能価額の算定方法 

      同左  

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

  

(1)有形固定資産 18,054百万円

(2)無形固定資産 417百万円

(1)有形固定資産 24,134百万円

(2)無形固定資産 358百万円

(1)有形固定資産 39,310百万円

(2)無形固定資産 824百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取請求による増加分であり、減少は、単元未満株式の買増請求

による減少分です。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取請求による増加分であり、減少は、単元未満株式の買増請求

による減少分です。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 8,697 2,020 290 10,427 

合計 8,697 2,020 290 10,427 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式（注） － 9,257 560 8,697 

合計 － 9,257 560 8,697 



（リース取引関係） 

（借主側） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末(平成18年９月30日)、当中間会計期間末(平成19年９月30日)及び前事業年度末(平成19年３

月31日)のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

   リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

   リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額

相当額 
  

減価償却

累計額相

当額 

  

中間期末

残高相当

額 

  (百万円)  (百万円)  (百万円)

機械装置 

及び運搬具 
7,425  4,023  3,401

工具器具 

備品 
10,109  5,547  4,561

その他 200  169  30

合計 17,734  9,741  7,993

  
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額相

当額 

 

中間期末

残高相当

額 

  (百万円)  (百万円)  (百万円)

機械装置 

及び運搬具 
8,481  4,995  3,485

工具器具 

備品 
11,825  6,404  5,421

その他 87  79  8

合計 20,394  11,479  8,915

  
取得価額

相当額 
  

減価償却

累計額相

当額 

  
期末残高

相当額 

  (百万円)  (百万円)  (百万円)

機械装置 

及び運搬具
8,163  4,717  3,446

工具器具 

備品 
11,476  6,597  4,879

その他 200  183  16

合計 19,840  11,497  8,342

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 3,376

１年超 5,267

合計 8,643

  （百万円）

１年内 3,393

１年超 6,297

合計 9,691

  （百万円）

１年内 3,317

１年超 5,628

合計 8,945

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  （百万円）

支払リース料 1,829

減価償却費相当額 1,641

支払利息相当額 114

  （百万円）

支払リース料 2,020

減価償却費相当額 1,811

支払利息相当額 130

  （百万円）

支払リース料 3,789

減価償却費相当額 3,399

支払利息相当額 237

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっています。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ています。 

同左 

  

同左 

  

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は以下のとおりです。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 11,521円32銭

１株当たり中間純利益 61円96銭

１株当たり純資産額 10,820円74銭

１株当たり中間純利益  187円59銭

１株当たり純資産額 11,313円05銭

１株当たり当期純利益   695円80銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していません。 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日）

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日）

中間（当期）純利益（百万円） 1,692 7,501 22,811 

普通株主に帰属しない金額の内訳 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,692 7,501 22,811 

期中平均株式数（千株） 27,321 39,990 32,784 



（共同支配企業の形成） 

   中間連結財務諸表注記（子会社の企業結合）において同一の内容を記載していますので、記載を省略します。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１.新株式の発行（一般募集増資）   

     当社は、平成18年９月19日及び10月１日 

   開催の取締役会において、当社株式の株式 

   会社東京証券取引所への上場に伴う募集株 

   式発行及び株式売出しを決議し、平成18年 

   10月23日に下記のとおり払込みが完了致し 

   ました。 

    この結果、平成18年10月23日付で資本金 

  は103,383,122,000円、発行済株式総数は 

   38,842,500株となっています。 

  (1)募集方法 

    一般募集（ブックビルディング方式） 

  (2)発行する株式の種類及び数 

     普通株式         11,521,000株 

  (3)発行価格 

     １株につき           9,500円 

     一般募集はこの価格にて行いました。 

  (4)引受価額               9,025円 

     この価額は当社が引受人より１株当た 

   りの新株式払込金として受け取った金額 

   です。 

    なお、発行価格と引受価額との差額の 

   総額は、引受人の手取金となります。 

  (5)発行価額 

     １株につき        7,650円 

   (資本組入額        4,513円） 

  (6)発行価額の総額    88,135,650,000円 

  (7)払込金額の総額  103,977,025,000円 

  (8)資本組入額の総額  51,994,273,000円 

  (9)払込期日        平成18年10月23日 

  (10)資金使途 

    将来の事業拡大のための戦略投資及  

  び既存設備の維持更新投資等 

 

  

２．新株式の発行（オーバーアロットメントに 

    よる当社株式売出しに関連する第三者割当 

    増資） 

   当社は、平成18年９月19日及び10月１日 

    開催の取締役会において、オーバーアロッ 

    トメントによる当社普通株式の売出し(大 

    和証券エスエムビーシー株式会社が当社株 

    主から借受ける当社普通株式1,157,500株 

    の売出し）に関連する第三者割当増資を実 

    施することを決議し、平成18年11月21日に 

    下記のとおり払込みが完了しました。 

      この結果、平成18年11月21日付で資本金 

    は108,606,919,500円、発行済株式総数は 

    40,000,000株となりました。 

  (1)募集方法 

    大和証券エスエムビーシー株式会社を 

   割当先とする第三者割当増資 

  (2)発行する株式の種類及び数 

     普通株式        1,157,500株 

  (3)発行価格 

    １株につき           9,025円 

  (4)発行価額 

    １株につき        7,650円 

    (資本組入額        4,513円） 

 ──────────── 

  

 ──────────── 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5)発行価額の総額     8,854,875,000円 

  (6)払込金額の総額    10,446,437,500円 

  (7)資本組入額の総額   5,223,797,500円    

  (8)払込期日         平成18年11月21日    

  (9)資金使途 

       将来の事業拡大のための戦略投資及び 

   既存設備の維持更新投資等  

    



(2）【その他】 

中間配当 

平成19年11月6日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

①中間配当による配当金総額        2,999百万円 

②１株当たりの金額            75円 

③支払請求の効力発生日及び支払開始日   平成19年12月７日 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第92期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１４日

出 光 興 産 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている出光興産株式会社の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、出

光興産株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 
  
追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から企業結合に

係る会計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は一般募集増資及

び第三者割当増資による新株式の発行を行った。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 田   裕 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 黒 英 史 

      

監 査 法 人 不 二 会 計 事 務 所 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 乘 田 紘 一 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 利根川 宣 保 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月14日 

出光興産株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員  

業務執行社員 
  公認会計士 黒田 裕 

 
指 定 社 員  

業務執行社員 
  公認会計士 大黒 英史 

 
指 定 社 員  

業務執行社員 
  公認会計士 原山 精一 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる出光興産株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、出光興産株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１４日

出 光 興 産 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている出光興産株式会社の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第９２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、出光興産株

式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から企業結合に係る会計

基準を適用して中間財務諸表を作成している。また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は一般募集増資及び第三者割当

増資による新株式の発行を行った。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 田   裕 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 黒 英 史 

      

監 査 法 人 不 二 会 計 事 務 所 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 乘 田 紘 一 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 利根川 宣 保 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月14日 

出光興産株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指 定 社 員  

業務執行社員 
  公認会計士 黒田 裕 

 
指 定 社 員  

業務執行社員 
  公認会計士 大黒 英史 

 
指 定 社 員  

業務執行社員 
  公認会計士 原山 精一 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる出光興産株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第93期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、出光興産株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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